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 １  

１．はじめに 

平成２３年３月１１日１４時４６分に発生した三陸沖を震源とする東北地方太平

洋沖地震に伴う原子炉施設への影響については、実用発電用原子炉の設置、運転等に

関する規則（以下、「実用炉規則」という。）第１９条の１７の規定により、原管発官

２２第４８９号（３月１８日付け）にて報告を行っている。 

上記報告において、福島第一原子力発電所については、原子力災害対策特別措置法

（以下、「原災法」という。）第１０条第１項の規定に基づく特定事象（以下、「第１

０条該当事象」という。）（全交流電源喪失）及び原災法第１５条第１項の規定に基づ

く特定事象（以下、「第１５条該当事象」という。）（非常用炉心冷却装置注入不能）

が発生し、安全上重要な機器等が原子炉施設の安全を確保するために必要な機能を喪

失したこと、また、敷地境界の放射線量の値が制限値を超えたため、原災法第１５条

該当事象（敷地境界放射線量異常上昇）が発生したことを報告している。 

今回、これまでに確認できた安全上重要な機器等の状況及び放射性物質の漏えい等

について続報として報告するとともに、放射線業務従事者の被ばくに関して新たに報

告する。 

 

２．件名 

福島第一原子力発電所 
東北地方太平洋沖地震に伴う原子炉施設への影響について 

 

３．事象発生時のプラント運転状況 

１号機（定格電気出力   ４６０ＭＷ） 定格電気出力一定運転中 

２号機（定格電気出力   ７８４ＭＷ） 定格熱出力一定運転中 

３号機（定格電気出力   ７８４ＭＷ） 定格熱出力一定運転中 

４号機（定格電気出力   ７８４ＭＷ） 定検停止中 

５号機（定格電気出力   ７８４ＭＷ） 定検停止中 

６号機（定格電気出力 １,１００ＭＷ） 定検停止中 
 

４．事象発生時の状況 

４．１ 東北地方太平洋沖地震及び津波のデータ 

  発 生 日 時：平成２３年３月１１日１４時４６分 

震 源：三陸沖（震源深さ ２４ｋｍ） 

マ グ ニ チ ュ ー ド：９．０ 

最 大 加 速 度：２号機原子炉建屋地下１階 水平方向（ＥＷ）５５０ガル 

当発電所との距離：震央距離 １７８ｋｍ、震源距離 １８０ｋｍ 

津 波 デ ー タ：浸水高 

◇主要建屋設置エリア（１～４号機側、敷地高 O.P.＋10m） 

・O.P.約＋11.5～約＋15.5m※ （浸水深 約 1.5～約 5.5m） 



 

 ２  

※：当該エリア南西部では局所的に O.P.約＋16～約＋

17m（浸水深 約 6～約 7m） 

◇主要建屋設置エリア（5・6号機側、敷地高 O.P.＋13m） 

・O.P.約＋13～約＋14.5m（浸水深 約 1.5m 以下） 

浸水域 

◇海側エリア及び主要建屋設置エリアほぼ全域 

津波第１波到達時刻：平成２３年３月１１日１５時２７分頃 

  津波第２波到達時刻：平成２３年３月１１日１５時３５分頃 

（以降、断続的に津波到達） 

 

４．２ 福島第一原子力発電所事象概要 

福島第一原子力発電所１号機は定格電気出力一定運転中、２、３号機は定格熱出力

一定運転中、４～６号機は定期検査中のところ、平成２３年３月１１日１４時４６分

に発生した三陸沖を震源とする東北地方太平洋沖地震により、１～３号機は「地震加

速度大トリップ」で原子炉が自動停止した。 

福島第一原子力発電所で観測された当該地震の最大加速度は、２号機原子炉建屋地

下１階において５５０ガル（水平方向：ＥＷ）であり、１～３号機とも原子炉保護系

（以下、「ＲＰＳ」という。）が設計通りに作動したことにより自動停止した。 

自動停止直後に全制御棒全挿入及び原子炉の未臨界を確認した。また、地震により 

一部の送電線鉄塔が倒壊するなど、外部送電線からの受電ができない状態となったこ

とから、各号機の非常用ディーゼル発電機（以下、「Ｄ／Ｇ」という。）が自動起動し、

原子炉冷温停止に必要な設備は健全で安定した状態であることを確認した。 

また、使用済燃料プール（以下、「ＳＦＰ」という。）の冷却機能については、１～

６号機の燃料プール冷却材浄化系（以下、「ＦＰＣ」という。）は常用電源喪失により

停止した。なお、１号機については原子炉停止時冷却系（以下、「ＳＨＣ」という）、

２～６号機については、残留熱除去系（以下、「ＲＨＲ」という。）による非常時熱負

荷モードでの冷却が可能な状態であった。 

しかし、地震後の津波（同日１５時２７分頃、第一波到達、同日１５時３５分頃、

第二波到達）により、１～５号機において、一部を除くＤ／Ｇ設備及び電源設備等が

被水したことにより使用不能となったため、すべての交流電源が喪失した。これにつ

いて、同日１５時４２分に原災法第１０条該当事象（全交流電源喪失）と判断※１した。

なお、６号機においては、海水系による冷却の必要がない空冷式のＤ／Ｇ設備１台が

運転継続したため、全交流電源喪失には至らなかった。 

その後、１号機、２号機については、原子炉水位が確認できないこと、また、原子

炉への注水状況が不明なことから、同日１６時３６分に原災法第１５条該当事象（非

常用炉心冷却装置注水不能）と判断した。 

３号機についても原子炉への注水ができなくなったことから、３月１３日５時１０

分に原災法第１５条該当事象（原子炉冷却機能喪失）と判断した。 

 

※１：平成２３年４月２４日に１号機、２号機、３号機のみに訂正 
（原災法第１０条該当事象（全交流電源喪失）は、原子炉が運転中の場合に適

用となるため、冷温停止中であった４号機及び５号機は対象外と判断した。） 



 

 ３  

 

（１）１号機について 

津波後、原子炉水位の監視ができなくなっていたが、３月１１日２１時頃には原

子炉水位の監視ができるようになった。また、原子炉への注水のため非常用復水器

（以下、「ＩＣ」という。）の機能維持を図る操作を継続した。なお、同日２３時０

０分タービン建屋（以下、「Ｔ／Ｂ」という。）１階北側二重扉前で１．２ｍＳｖ／

ｈ、南側二重扉前で０．５ｍＳｖ／ｈを計測した。 

ドライウェル（以下、「Ｄ／Ｗ」という。）圧力が６００ｋＰａ[abs]を超えてい

る可能性があり、格納容器（以下、「ＰＣＶ」という。）ベントを実施する可能性が

あることから、３月１２日０時０６分頃ＰＣＶベントの準備を進めるよう発電所長

（発電所緊急時対策本部長）が指示を出した。同日０時４９分、ＰＣＶ圧力が最高

使用圧力（最高使用圧力５２８ｋＰａ[abs]（４２７ｋＰａ[gage]））を超えている

可能性があることを確認し、原災法第１５条該当事象（格納容器圧力異常上昇）に

該当すると判断した。 

同日１時３０分頃、１号機及び２号機のＰＣＶベントの実施について、内閣総理

大臣、経済産業大臣及び原子力安全・保安院に申し入れ、了解を得た。また、同日

６時５０分に、経済産業大臣より法令に基づき１号機及び２号機のＰＣＶ圧力を抑

制するよう命令が出された。 

同日５時４６分から消防車ポンプによる代替注水（淡水）を開始した。 

同日９時頃からＰＣＶ圧力を下げるため、ＰＣＶベントを行う作業を開始したが、

既に原子炉建屋（以下、「Ｒ／Ｂ」という。）内は高放射線量環境下にあった。同日

９時１５分頃にＰＣＶベントラインの電動作動弁（以下、「ＭＯ弁」という。）を手

順書に従い手動で２５％まで開操作を行った。さらに、圧力抑制室（以下、「Ｓ／

Ｃ」という。）からのベントラインにある空気作動弁（以下、「ＡＯ弁」という。）

を手動で開操作するために現場に向かったが、放射線量が高く実施できなかった。

そのため、ＡＯ弁駆動用に仮設の空気圧縮機を設置してＰＣＶベントの操作を実施

した。  

同日１４時３０分、ＰＣＶ圧力が低下したことから、ＰＣＶベントが成功したと

判断した。 

同日１４時５４分頃発電所長（発電所緊急時対策本部長）から原子炉への海水注

入を実施するよう指示が出された。 

その後、同日１５時３６分、Ｒ／Ｂ上部で水素ガスによると思われる爆発が発生

し、屋根及びオペレーションフロア（Ｒ／Ｂ最上階）の外壁が破損した。この爆発

により、海水注入のためのホースが損傷し、現場からの退避、安否確認が実施され、

現場の状況が確認されるまで復旧及び準備作業が中断した。これらの過程で放射性

物質が環境中へ放出されたため、敷地周辺での放射線量は上昇した。 

同日１８時０５分、経済産業大臣より、法令に基づき１号機原子炉圧力容器（以

下、「ＲＰＶ」という。）内を海水で満たす旨の法令に基づく命令があったことを

本店・発電所間にて情報共有した。 

同日１９時０４分から消火系（以下、「ＦＰ」という。）ラインを用いて海水の注

水を開始した。 

ＳＦＰへは、３月３１日１３時０３分からコンクリートポンプ車による放水（淡

水）が開始された。 



 

 ４  

（２）２号機について 

津波後、原子炉水位の監視ができなくなっていたが、３月１１日２２時頃には原

子炉水位の監視ができるようになった。また、原子炉隔離時冷却系（以下、「ＲＣ

ＩＣ」という。）の作動が確認できなかったが、３月１２日２時５５分にＲＣＩＣ

の作動を現場で確認した。 

３月１２日４時２０分から５時にかけて、復水貯蔵タンクの水位減少が確認され

た。復水貯蔵タンクの水位確保及び、Ｓ／Ｃの水位上昇の抑制を目的として、現場

にて弁を手動操作することでＲＣＩＣの水源を復水貯蔵タンクからＳ／Ｃに切り

替えてＲＣＩＣによる注水を継続した。３月１４日１３時１８分、原子炉水位の低

下が認められた。このことから、同日１３時２５分に原子炉冷却機能を喪失してい

る可能性があるため原災法第１５条該当事象（原子炉冷却機能喪失）と判断した。 

同日１７時１７分には原子炉水位が０ｍｍ（有効燃料頂部（以下、「ＴＡＦ」と

いう。））まで低下した。その後、同日１９時５４分から消防車による海水の注水を

開始した。 

ＰＣＶ圧力を下げるため、３月１３日１１時頃及び３月１５日０時頃からラプチ

ャーディスク（破裂板）（以下、「ラプチャーディスク」という。）を除くＰＣＶベ

ントラインの系統構成を実施したが、Ｄ／Ｗの圧力低下は確認されなかった。 

３月１５日６時００分から６時１０分頃、大きな衝撃音が発生した。ほぼ同時期

にＳ／Ｃ圧力の指示値が０ＭＰａ[abs]であることが確認された。 

ＳＦＰへは、３月２０日１５時０５分から既設のＦＰＣ配管を用いて注水（海水）

が開始された。 

 

（３）３号機について 

津波後、３月１１日１５時２５分のＲＣＩＣ停止に伴い水位が低下したが、同日

１６時０３分にＲＣＩＣを手動起動した。３月１２日１１時３６分にＲＣＩＣが停

止した。その後、炉心水位の低下（Ｌ－２：ＴＡＦ＋２９５０ｍｍ）により高圧注

水系（以下、「ＨＰＣＩ」という。）が同日１２時３５分に自動起動し、その後３月

１３日２時４２分に停止した。 

再度、ＲＣＩＣの手動起動を試みたが、起動できなかった。同日５時１０分に原

子炉冷却機能を喪失している可能性があることから原災法第１５条該当事象（原子

炉冷却機能喪失）と判断した。 

同日９時２５分頃から消防車によりＦＰラインからホウ酸を含む淡水注水を開

始し、同日１３時１２分には海水注水に切り替え注水を継続した。 

また、３月１３日２時４２分のＨＰＣＩ停止後、ＰＣＶ圧力を低下させるため、

同日８時４１分からＰＣＶベントの操作を行い、さらに、３月１４日５時２０分に

もＰＣＶベントを行った。 

その後、３月１４日１１時０１分、Ｒ／Ｂで水素ガスによると思われる爆発が発

生し、オペレーションフロアから上部全体とオペレーションフロア１階下の南北の

外壁が損壊した。これらの過程で放射性物質が環境中へ放出されたため、敷地周辺

での放射線量が上昇した。 

ＳＦＰへは、３月１７日９時４８分頃、ヘリコプターから海水が投下され、その

後、同日１９時０５分から放水車により、放水（海水）が開始された。 



 

 ５  

（４）４号機について 

定期検査中であり、シュラウド取替工事中のため原子炉内から全燃料をＳＦＰに

取り出した状態で、ＳＦＰには燃料集合体１,５３５体が貯蔵されていた。津波後、

全交流電源が喪失し、ＳＦＰの冷却機能及び補給水機能が喪失した。３月１４日４

時０８分にはＳＦＰ水温が８４℃に上昇した。 

３月１５日６時００分～６時１０分頃、大きな音が発生した。その後、Ｒ／Ｂ５

階屋根付近に損傷を確認した。さらに同日９時３８分にはＲ／Ｂ３階北西コーナー

付近で火災が発生していることが確認されたが、同日１１時頃、自然に火が消えて

いることを確認した。３月１６日５時４５分頃にも、Ｒ／Ｂ北西部付近で火災が発

生しているとの連絡があったが、同日６時１５分頃、現場での火災は確認できなか

った。 

その後、３月２０日８時２１分から放水車によるＳＦＰへの放水（淡水）が開始

された。 

  

（５）５号機について 

定期検査中であり、原子炉に燃料を装荷し、ＲＰＶの耐圧漏えい試験を実施して

いた。津波後、全交流電源が喪失し、原子炉及びＳＦＰの冷却機能及び補給水機能

が喪失した。このため、燃料からの崩壊熱により原子炉圧力が上昇傾向にあったが、

原子炉へ注水を実施するためには、原子炉圧力を下げる必要があることから、現場

でＲＰＶ頂部ベント弁の駆動空気供給ラインを構成後、３月１２日６時０６分に中

央操作室（以下、「中操」という。）からＲＰＶ頂部のベント弁を手動操作して、原

子炉圧力の減圧を実施し、大気圧程度まで降下させた。 

その後、崩壊熱の影響により原子炉圧力は上昇するが、６号機から電源融通を受

けて、主蒸気逃し安全弁（以下、「ＳＲＶ」という。）で原子炉圧力を調整するとと

もに、復水補給水系（以下、「ＭＵＷＣ」という。）のポンプを使用して炉内への注

水を行い、原子炉圧力と原子炉水位を制御した。その後、仮設の残留熱除去海水系

（以下、「ＲＨＲＳ」という。）ポンプを設置することで、ＲＨＲを起動できたこと

により、３月２０日１４時３０分に原子炉冷温停止状態とするとともに、ＳＦＰに

ついても継続的に冷却を行い、安定な状態となった。 

 

（６）６号機について 

定期検査中であり、原子炉に燃料が装荷され、冷温停止状態であった。津波後、

海水系による冷却の必要がない空冷式のＤ／Ｇ１台が、その電源設備等を含め、津

波による被水を免れたため、機能喪失に至らず電源供給を継続できたが、海水ポン

プ（以下、「ＳＷポンプ」という。）及びＲＨＲＳポンプはすべて機能を喪失し、原

子炉及びＳＦＰの冷却機能が喪失した。このため、燃料からの崩壊熱により原子炉

圧力が緩やかな上昇傾向にあったが、ＭＵＷＣポンプによる炉内への注水を行うと

ともに、あわせてＳＲＶで原子炉圧力を調整し、原子炉水位と圧力を制御した。そ

の後、仮設のＲＨＲＳポンプを設置することで、ＲＨＲを起動できたことにより、

３月２０日１９時２７分に原子炉冷温停止状態とするとともに、ＳＦＰについても

継続的に冷却を行い、安定な状態となった。 

 



 

６ 

５．地震に関する状況調査 

５．１ 地震観測記録の分析結果 

東北地方太平洋沖地震によるＲ／Ｂ基礎版上（最地下階）の観測値のうち、２号機、

３号機及び５号機で得られている水平方向の観測値（それぞれ５５０、５０７、５４

８ガル）については、基準地震動Ｓｓに対する加速度値（それぞれ４３８、４４１、

４５２ガル）を超えているものの、ほとんどの観測値は、基準地震動Ｓｓに対する加

速度値を下回っていることを確認した。 

また、地震観測記録の応答スペクトルについては、一部の周期帯において基準地震

動Ｓｓによる応答スペクトルを上回っているものの、概ね同程度であることを確認し

た。 

【添付資料－５－１】 

 

５．２ 地震時及び地震直後の福島第一原子力発電所内外の電気設備の状況 

東北地方太平洋沖地震により、福島第一原子力発電所では、新福島変電所の設備被

害、外部電源の送電鉄塔の倒壊、所内受電用しゃ断器の被害などによって６系統（う

ち１系統は工事停止中）ある外部からの受電系統のすべてが受電できない「外部電源

喪失」状態となった。しかしながら、外部電源喪失を受け、１号機から６号機では、

定期検査で点検中の４号機の１台を除き、待機中のすべてのＤ／Ｇが直ちに起動し、

原子炉施設の安全確保に必要な非常用系統への電力供給に成功した。 

被害のあった電気設備のうち、以下の所内受電用しゃ断器については、機器の損傷

を確認しており、主要電気工作物の破損事故に該当する。 

・ 大熊線１Ｌ受電用しゃ断器（Ｏ－８１）及び大熊線２Ｌ受電用しゃ断器   

（Ｏ－８２） 

【添付資料－５－２、３】 

 

５．３ 地震時及び地震直後の福島第一原子力発電所プラントの運転状況 

  東北地方太平洋沖地震により、福島第一原子力発電所では、運転中の１号機、２号

機、３号機は「地震加速度大トリップ」が発生し、直ちに全制御棒が全挿入となり原

子炉は設計通り自動停止するとともに、その後、原子炉が未臨界状態となったことを

確認した。また、１号機においては自動起動したＩＣ、２号機及び３号機においては

ＳＲＶ及び手動起動したＲＣＩＣにより、安定的に原子炉圧力、水位が制御された。 

  地震発生時におけるプラントデータからは、地震直後から津波襲来までの間、主要

なパラメータ、プラント機器動作状況などに異常な応答、挙動は認められず、排気筒

放射線モニタの値に異常な変化はなく、外部への放射能の影響はなかった。 

また、定期検査中の４号機、５号機及び６号機についても地震による停止状態への

異常は認められなかった。（１号機から６号機各プラントの状況は７章から１２章で

詳述する。） 

これらの状況から、安全上重要な機能を有する主要な設備は、地震時及び地震直後

において安全機能を保持し、原子炉自動停止後の対応を適切に実施できる状態にあっ

たものと考える。 

 
 
 



 

７ 

５．４ 地震の観測記録を用いた原子炉建屋及び耐震安全上重要な機器・配管系の地震

応答解析結果 

福島第一原子力発電所１号機から６号機について東北地方太平洋沖地震で得られた

Ｒ／Ｂ基礎版上など多数の地震観測記録を用いて地震応答解析を行った。 

 

（１）Ｒ／Ｂの解析結果 

１号機から６号機Ｒ／Ｂの東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震応答解析にあたっ

ては、地震時の建屋の状況を確認する観点から、建屋基礎版上で取得された観測記録

を用いた地震応答解析を実施した。 

地震応答解析にあたっては、建物・構築物や地盤の特性を適切に表現できるモデル

を設定している。 

地震応答解析の結果、耐震壁のせん断ひずみは、評価基準値（２．０×１０－３）を

十分に下回り、もっとも厳しい結果の２号機の場合でも０．４３×１０－３（東西方向、

５階）であり、地震による応力はＲ／Ｂの健全性に影響するものでないことが確認さ

れた。 

なお、破損が確認されている１号機、３号機及び４号機のＲ／Ｂについて、破損の

状況を質点系モデルに反映し、基準地震動Ｓｓを用いた時刻歴応答解析を実施した結

果、残存している耐震壁に発生するせん断ひずみは評価基準値を大きく下回っており、

十分な安全性を有していると評価した。 

【添付資料－５－４～１２】 

 

（２）耐震安全上重要な機器・配管系の解析結果 

１号機から６号機の原子炉等の大型機器について、東北地方太平洋沖地震の観測記

録に基づいた地震応答解析を行い、その結果得られた地震荷重等と、既往の基準地震

動Ｓｓによる耐震安全性評価で得られている地震荷重等との比較を行った。 

比較の結果、１号機から６号機において今回の地震による地震荷重等は、耐震安全

性評価で得られている地震荷重等を一部上回るものの、原子炉を「止める」、「冷やす」、

放射性物質を「閉じ込める」に係わる安全上重要な機能を有する主要な設備の耐震性

評価を実施し、計算される応力等が評価基準値以下であることを確認した。 

これらの結果から、安全上重要な機能を有する主要な設備は、地震時及び地震直後

において安全機能を保持できる状態にあったものと考える。 

【添付資料－５－４～９】 

 

５．５ まとめ 

福島第一原子力発電所においては、１号機から４号機については、津波襲来後の事

故により施設内の点検を行うことが困難な状況であるが、５．３でのプラント運転状

況及び５．４での解析結果から、安全上重要な機能を有する主要な設備は、地震時及

び地震直後において安全機能を保持できる状態にあったものと考えられる。また、冷

温停止となった５号機及び６号機においては、プラント内の巡視を行った結果、安全

上重要な機能を有する主要な設備に地震による損壊は確認されていない。 

以上の状況調査から、地震による外部電源の喪失は生じたものの、Ｄ／Ｇによる電

源確保に成功しており、プラントとしては地震時及び地震直後の対応を適切に実施で

きる状態にあったものと考える。 

 



 

８ 

６．津波に関する状況調査 

６．１ 津波の調査結果及び状況 

６．１．１ 津波調査結果 

福島第一原子力発電所に襲来した津波は主要建屋敷地（１号機から４号機側でＯ．

Ｐ．＋１０ｍ、５号機及び６号機側でＯ．Ｐ．＋１３ｍ）まで遡上し、浸水域は主要

建屋設置エリアの全域に及んだ。浸水高は１号機から４号機側でＯ．Ｐ．約＋１１．

５～約＋１５．５ｍ※１、浸水深で約１．５ｍ～約５．５ｍであり、主要建屋周囲に顕

著な浸水が認められた。 

４号機南側の集中環境施設プロセス主建屋付近で津波襲来時の状況を撮影した写真

では、敷地高さＯ．Ｐ．＋１０ｍに設置してある高さ約５．５ｍのタンクが津波に水

没していく様子が撮影されている。建屋周囲の浸水高は、この付近では敷地上５ｍ以

上にも及んだことが示されている。 

一方、５号機及び６号機側では、浸水高はＯ．Ｐ．約＋１３～約＋１４．５ｍ、浸

水深で約１．５ｍ以下であり、１号機から４号機側との比較では相対的には浅くなっ

ているが、主要建屋周囲が浸水していた。 

なお、福島第二原子力発電所では、主要建屋敷地エリアへの浸水の様相が異なり、

Ｏ．Ｐ．＋４ｍの海側エリアでは浸水（浸水高Ｏ．Ｐ．約＋７ｍ）が全域に及んでい

るものの、海側エリアから斜面を超えてＯ．Ｐ．＋１２ｍの主要建屋エリアへの遡上

は認められなかった。一方で、一部主要建屋エリア南東側から免震重要棟への道路に

集中的に遡上したことが認められ、この結果、１号機南側においては浸水深が深く、

また、２号機及び３号機への回り込みは見られるが２号機及び３号機周囲の浸水深は

僅かであり、４号機建屋周囲においてはほとんど浸水が認められなかった。 

福島第一原子力発電所に襲来した津波の最大高さは潮位計、波高計が地震、津波の

影響を受けたため直接測定できていないが、発電所構内の高さＯ．Ｐ．＋１０ｍの防

波堤を津波が乗り越えてくる様子が撮影されており、津波の高さが１０ｍを超えるも

のであることは明らかである。また、インバージョンにより波源を推定し、津波の高

さを解析によって評価したが、福島第一原子力発電所の津波の高さは約１３ｍであり、

平成１４年に刊行された土木学会「原子力発電所の津波評価技術」に基づく評価結果

を踏まえた津波の高さ５．４～５．７ｍに対しての機能確保の対策を講じていたもの

の、津波はそれを大幅に上回るものであった。 

また、福島第一原子力発電所及び福島第二原子力発電所に襲来した津波の高さ※２が

異なった要因は、宮城県沖ならびに福島県沖に想定されるすべり量の大きい領域から

の津波のピークの重なりの度合いが異なることが影響した可能性が考えられる。それ

ぞれの発電所に襲来した津波の高さが異なったことで、主要建屋敷地での浸水規模や

様相にも差異が生じているものと考えられる。 

※１：当該エリア南西部では局所的にＯ．Ｐ．約＋１６～約＋１７ｍ（浸水深 約

６～７ｍ） 

※２：福島第二原子力発電所の津波の高さは約９ｍと評価した 

【添付資料－６－１～５】 

 

６．１．２ 主要建屋への浸水経路 

福島第一原子力発電所の主要建屋（Ｒ／Ｂ、Ｔ／Ｂ、Ｄ／Ｇ建屋、運用補助共用施



 

９ 

設、コントロール建屋、廃棄物処理建屋、サービス建屋及び集中環境施設）の周囲は

全域が津波の遡上により冠水した。これらの主要建屋について、外壁や柱等の構造躯

体には津波による有意な損傷は確認していない。一方で、建屋の地上の開口部に取り

付けられている建屋出入口、Ｄ／Ｇ給気ルーバ、地上機器ハッチや、建屋の地下でト

レンチやダクトに通じるケーブル、配管貫通部が、津波により冠水、損傷したことを

確認した。これら建屋の地上の開口部や地下のトレンチやダクトに通じるケーブル、

配管貫通部が、建屋内部への津波の浸水経路になったと考えられる。 

主な建屋の浸水概況は以下の通り。 

 

（１）１～４号機Ｒ／Ｂ 

Ｒ／Ｂ内は高線量のため建屋内の調査を実施できず、津波による海水の浸水の有無

は不明である。 

 

（２）５号機Ｒ／Ｂ 

５号機では、Ｒ／Ｂ地下１階で浸水を確認した。なお、浸水した水の海水濃度は低

く、流入が継続していたことから、津波が直接浸水したものではなく、海水を含む地

下水の浸水によるものと推定した。 

 

（３）６号機Ｒ／Ｂ（原子炉棟及び複合建屋） 

６号機では、複合建屋地下で浸水を確認した。Ｔ／Ｂ地下に滞留した海水が、配管

貫通部を通じて複合建屋に浸水したと評価した。また、複合建屋から貫通部等を通じ、

原子炉棟へ浸水したと推定した。一方、Ｄ／Ｇが設置されているエリアへの浸水は認

められなかった。Ｒ／Ｂ１階にＤ／Ｇ給気ルーバ（Ｏ．Ｐ．約＋１５ｍ）が設置され

ているが、近傍の浸水はＯ．Ｐ．約＋１３．５～約＋１４．５ｍであったため、Ｄ／

Ｇへの浸水はなかった。 

 

（４）１号機Ｔ／Ｂ 

１号機では、Ｔ／Ｂ１階でＴ／Ｂ大物搬入口、建屋出入口から海水が流入し、広範

囲に浸水した。Ｔ／Ｂ地下１階でも浸水が確認され、Ｔ／Ｂ１階、ダクト、トレンチ、

機器ハッチからの流入が浸水経路として推定されるが、水没及び高線量のため詳細は

不明である。なお、Ｔ／Ｂ地下１階に設置されているＤ／Ｇについては、直接の確認

は実施できない状況であるが、付近の機器ハッチに浸水の痕跡があること、Ｔ／Ｂ地

下１階が水没したことから、浸水したものと評価した。 

 

（５）２号機Ｔ／Ｂ 

２号機では、Ｔ／Ｂ１階で大物搬入口、１～２号機連絡通路からの浸水が確認され

た。Ｔ／Ｂ地下１階でも浸水が確認され、Ｔ／Ｂ１階、ダクト、トレンチ、Ｄ／Ｇ給

気ルーバ、機器ハッチ、及び１号機からの流入が浸水経路として推定されるが、水没

及び高線量のため詳細は不明である。なお、Ｔ／Ｂ地下１階に設置されているＤ／Ｇ

については、直接の確認は実施できない状況であるが、付近の機器ハッチ、Ｄ／Ｇ給

気ルーバに浸水の痕跡があることから、浸水したものと評価した。 

 



 

１０ 

（６）３号機Ｔ／Ｂ 

３号機では、Ｔ／Ｂ１階で大物搬入口、建屋出入口からの流入による浸水が確認さ

れた。Ｔ／Ｂ地下１階でも浸水が確認され、Ｔ／Ｂ１階、ダクト、トレンチ、Ｄ／Ｇ

給気ルーバ、ケーブル貫通部からの流入が浸水経路として推定されるが、水没及び高

線量のため詳細は不明である。なお、Ｔ／Ｂ地下１階に設置されているＤ／Ｇについ

ては、直接の確認は実施できない状況であるが、付近のＤ／Ｇ給気ルーバに浸水の痕

跡があることから、浸水したものと評価した。 

 

（７）４号機Ｔ／Ｂ 

４号機では、Ｔ／Ｂ１階、Ｔ／Ｂ２階でＴ／Ｂ１階大物搬入口からの流入による浸

水が確認された。Ｔ／Ｂ１階については、３～４号機連絡通路、Ｄ／Ｇ給気ルーバ、

ブロック開口からの浸水も推定されるが、高線量のため詳細は不明である。Ｔ／Ｂ地

下１階でも浸水が確認され、Ｔ／Ｂ１階、ダクト、トレンチ、Ｄ／Ｇ給気ルーバ、機

器ハッチからの流入が浸水経路として推定されるが、水没及び高線量のため詳細は不

明である。Ｔ／Ｂ地下１階に設置されているＤ／Ｇについては、浸水を確認した。 

 

（８）５号機Ｔ／Ｂ 

５号機では、ケーブル貫通部を通じ、Ｔ／Ｂ地下１階電気品室が浸水した。また、

配管トレンチからと考えられる浸水も確認されたが、トレンチが水没しているため、

詳細調査は実施できない状況である。 

Ｔ／Ｂ地下１階に設置されているＤ／Ｇのエリアには浸水は認められなかった。Ｔ

／Ｂ１階にＤ／Ｇ給気ルーバ(Ｏ．Ｐ．約＋１４．５ｍ)が設置されているが、近傍の

浸水はＯ．Ｐ．約＋１３～約＋１４ｍであったため、Ｄ／Ｇへの浸水はなかった。 

 

（９）６号機Ｔ／Ｂ 

６号機では、Ｔ／Ｂ１階でＴ／Ｂ１階大物搬入口からの流入による浸水が確認され

た。Ｔ／Ｂ地下１階でも浸水が確認され、シャフト、トレンチ、Ｔ／Ｂ１階からの浸

水が経路と考えられる。また、５号機Ｔ／Ｂ地下１階に設置されている６号機電気品

室が浸水した。 

 

（１０）Ｄ／Ｇ 建屋（Ｄ／Ｇ ６Ｂ） 

Ｄ／Ｇ 建屋では、建屋内への浸水は確認されなかった。 

 

（１１）運用補助共用施設（共用プール及びＤ／Ｇ ２Ｂ、４Ｂ） 

運用補助共用施設では、給気ルーバ、建屋出入口を通じ、１階が浸水した。地下１

階でも浸水が確認され、１階からの浸水、ケーブル貫通部からの浸水等が浸水経路と

考えられる。 

Ｄ／Ｇ ２Ｂ、４Ｂ設備が設置されているエリアへの浸水は認められなかった。 

【添付資料－６－６】 

 

 

 



 

１１ 

６．１．３ 津波による設備の状況 

（１）非常用海水系ポンプ 

１号機から６号機は海水を利用することで崩壊熱の除去を行う構造になっている。

また、一部の空冷式を除き、Ｄ／Ｇも海水を利用して機関の冷却を行う構造である。

このため、海側エリアに海水を取り込むための非常用海水系ポンプ※１が設置されてい

る。 

これらの海水系ポンプを設置している海側エリアの敷地高さはＯ．Ｐ．＋４ｍであ

り、平成１４年の津波高さ評価結果を踏まえ津波高さ５．４～５．７ｍに対しての機

能確保の対策を講じていたものの、津波はそれを大幅に上回るものであったことから

これらのポンプの電動機は冠水し、系統の機能を喪失した。 

その結果、１号機から６号機までの原子炉及びＳＦＰを除熱し、冷温停止するため

の最終ヒートシンクを喪失することとなった。また、海水を利用した水冷式のＤ／Ｇ

も機能を喪失した。 

なお、非常用海水系ポンプの躯体の機械的損傷は限定的※２であり、６号機のＤ／Ｇ

６Ａ海水ポンプは平成２３年３月１８日時点で特段の修理を行わずに起動すること

ができ、平成２３年３月１９日、Ｄ／Ｇ ６Ａを起動した。 

※１：非常用海水系ポンプ設備は、格納容器冷却海水系（以下、「ＣＣＳＷ」とい

う。）ポンプ、ＲＨＲＳポンプ、Ｄ／Ｇ海水ポンプをいう。 

※２：屋外ヤードエリア設置の非常用海水系ポンプ設備については、点検中で取り

外していた４号機ＲＨＲＳポンプ（Ａ、Ｃ）を除き、いずれも津波を受けた

後も据付場所に自立しており、ポンプ本体が流出したものはなかった。 

しかしながら、設備点検用クレーンの倒壊、漂流物の衝突等によるポンプな

らびに付属機器の損傷、電動機軸受潤滑油への海水の混入が確認された。 

【添付資料－６－７、８、９】 

 

（２）非常用ディーゼル発電機 

主要建屋エリア全域が津波の浸水を受け、建屋への浸水が生じた結果、建屋内の電

気品の機能喪失が生じた。 

５号機及び６号機の水冷式Ｄ／Ｇ（Ｄ／Ｇ ５Ａ、Ｄ／Ｇ ５Ｂ、Ｄ／Ｇ ６Ａ及び

高圧炉心スプレイ系（以下、「ＨＰＣＳ」という。） Ｄ／Ｇ）本体は、被水を免れた

が、１号機から４号機の水冷式のＤ／Ｇ本体は全て海水を被水して停止している。被

水しなかった５号機及び６号機の水冷式Ｄ／Ｇも、Ｄ／Ｇ海水ポンプ等が機能喪失し

ているため運転することが出来ず、結果、水冷式のＤ／Ｇは全て停止した。 

一方、２号機（Ｄ／Ｇ ２Ｂ）、４号機（Ｄ／Ｇ ４Ｂ）及び６号機（Ｄ／Ｇ ６Ｂ）

は空冷式のＤ／Ｇであり、これらについては海水系ポンプがないため津波による冷却

系への影響はなかった。２号機（Ｄ／Ｇ ２Ｂ）及び４号機（Ｄ／Ｇ ４Ｂ）について

は、４号機Ｒ／Ｂの南西にある運用補助共用施設に設置しており、Ｄ／Ｇ本体には浸

水被害がなかったものの、運用補助共用施設地下の電気品室が浸水被害を受け、Ｄ／

Ｇ電源盤が水没して機能喪失となった。 

この結果、１号機から５号機までのプラントでＤ／Ｇが停止し、全ての交流電源を

喪失した。６号機は、空冷式Ｄ／Ｇ ６Ｂが運転を継続し電源が維持された。 

【添付資料－６－１０】 



 

１２ 

（３）電源盤 

外部電源及びＤ／Ｇの電力は、高圧電源盤、パワーセンター、低圧電源盤を経由し

て各機器に供給される。また、交流電源喪失時に最低限の監視機能等を確保するため

に直流電源盤（バッテリーあり）が用意されている。 

今回の津波襲来により、１号機から５号機までは常用系、非常用系の高圧電源盤が

全て被水しており、仮に外部電源やＤ／Ｇが機能していたとしても電力を必要とする

機器に供給することができない状況であった。 

また、パワーセンターについても大半が被水しており、高圧電源車などの接続可能

な箇所は限られてしまう状況であった。 

直流電源盤の被害については、１号機、２号機及び４号機で被水したが、３号機、

５号機及び６号機では被水していない。３号機、５号機及び６号機の直流電源盤は、

Ｔ／Ｂ中地下階に設置されていたことで浸水被害が及ばなかったものと推定する。 

建屋への大規模な浸水が生じた施設では、建屋最地下階の浸水が顕著であり電源盤

の被害もこれに対応している。建屋最地下階に設置してあった電源盤は被水の被害を

受けているのに対して、建屋中地下階（一部被水の被害を受けているものあり）に設

置してある電源盤は、被水を免れた。また、建屋最地下階に設置してあっても建屋周

囲に浸水高に対して建屋への浸水経路となるＤ／Ｇ給気ルーバ等の最下端が浸水高

より上に設置され、浸水経路となるダクト、トレンチ等の貫通部もない箇所では、建

屋への浸水がなく、設備も被水していない。５号機及び６号機のＤ／Ｇや６号機の非

常用電源盤（高圧電源盤、パワーセンター）などがこの場合に該当した。 

なお、６号機については、空冷式のＤ／Ｇ ６Ｂのみならず、高圧電源盤、パワー

センターといった電源盤（非常用電源系Ｂ系）も被害がなかったことから、供給先の

機器を作動継続させることが出来た。 

【添付資料－６－１０】 

 

（４）非常用冷却設備 

福島第一原子力発電所は、東北地方太平洋沖地震で被災し、現在に至っても、建屋

内への立入に関する制約事項も多いことから、発電所設備の損傷状況を完全に把握、

整理するには至っていない。プラント運転データ等を整理活用するにあたり、設備の

損傷状況について整理し取り纏めを実施した。 

機器の損傷状況の整理は、運転記録や数少ない作業員からの伝聞情報をもとに作成

したため、情報量は少なく粗いものとなっている。地震直後は余震、津波警報、水素

ガスによると思われるＲ／Ｂ爆発等のために、設備の損傷状況とその原因を特定でき

るような確認をしていない。このような点を補うために、機器の損傷状況を整理する

だけではなく、健全情報も記載した。これにより、僅かではあるが地震での損傷か、

津波による損傷か区分することが可能となった。また、損傷の中には、電源の損傷に

よる機器の機能喪失も含まれている。 

なお、代替注水機能として重要なＭＵＷＣポンプは、１号機から４号機については

電源の喪失のみならず、電動機が被水しており、電源が仮に復旧したとしても機能を

回復できる状態ではなかった。 

【添付資料－６－１１】 

 



 

１３ 

（５）重油タンク 

  津波来襲後、屋外に設置していた以下の重油タンクの破損または海への流出を確認

しており、タンク内の重油は海へ流出又は土壌に浸透したと推定されることから、主

要電気工作物の破損事故に該当する。 

 

・ Ｎｏ．２重油タンク 

津波によりタンクは海に流出しており、確認された漂流物の状況では、漂流方向

について特定することが難しく、所在不明である。 

 

・ Ｎｏ．３重油タンク及びＮｏ．４重油タンク 

   津波の影響により、Ｎｏ．４重油タンクは、Ｎｏ．３重油タンク脇に移動して底

部が抜けた状態である。また、Ｎｏ．３重油タンクは、底面から約１ｍ付近に亀

裂が発生している。 

 

なお、平成２３年５月３１日、５、６号機取水口カーテンウォール付近の海面に、

Ｎｏ．３重油タンク及びＮｏ．４重油タンクから流出した重油の一部と思われる油漏

えいが確認されたことから、護岸内側に油吸着マットを設置するとともに、カーテン

ウォール周辺にオイルフェンスを設置し、油の流出拡散防止を実施した。 

また、Ｎｏ．１重油タンクについては、津波により１号機タービン建屋脇の道路ま

で流されたが、重油を抜いた状態で使用しておらず、重油の流出はなかった。 

【添付資料－６－１２】 

 

６．２ まとめ 

福島第一原子力発電所においては、地震後の津波襲来により全プラントで最終ヒー

トシンクとなる非常用海水系ポンプ設備の機能を喪失し、１号機から５号機について

は電源設備の機能喪失から、電動式の安全系や注水、冷却設備は全て使用できない状

態となった。 

中操や各建屋内部及び屋外ヤードの照明の停電や通信手段の制約がその後の対応を

困難にした。さらに直流電源を喪失した１号機、２号機及び４号機では中操での計測

機器が全て機能喪失しプラントの状態監視が出来なくなり、直流電源が残った３号機

及び５号機も非常用バッテリー残量に依存して状態監視をしていく状況となった。 

なお、代替注水機能として重要なＭＵＷＣポンプは、１号機から４号機については

電源の喪失のみならず、電動機が被水しており、電源が仮に復旧したとしても機能を

回復できる状態ではなかった。 

以上の状況調査から、地震後の津波襲来以降、停止後のプラントの対応を実施して

いくには非常に困難な状態にあったものと考える。             

 



 

 １４ 

７．福島第一原子力発電所１号機の事故状況及び事故進展の状況調査 

７．１ プラントの状況 
７．１．１ 地震発生前のプラント状況 

１号機は平成２２年１０月１５日（平成２２年９月２７日発電機最終並列）より第

２７サイクル運転中であり、地震発生時は定格電気出力（４６０ＭＷｅ）にて、一定

運転中であった。なお、運転の継続に影響を及ぼす可能性のある不具合は発生してい

なかった。 

 
７．１．２ 地震発生後のプラント及び対応状況 

（１）【３月１１日１４時４６分（地震発生）～３月１１日１５時３７分（全交流電 

源喪失）】 

ａ．止める機能 
定格電気出力一定運転中のところ、平成２３年３月１１日１４時４６分に発生した

東北地方太平洋沖地震により、同日１４時４６分「地震加速度大トリップ」（動作設

定値：Ｒ／Ｂ地下床水平：１３５ガル、鉛直：１００ガル）が発生し、直ちに全制御

棒が全挿入となり原子炉は設計通り自動停止するとともに、同日１５時０２分に原子

炉が未臨界状態となったことを確認した。 

【添付資料－７－１、２】 

 
ｂ．冷やす機能 
地震の影響で、所内受電用しゃ断器の被害などによって外部電源が全喪失したこと

により、３月１１日１４時４７分頃、非常用母線の電源が喪失したものの、同時刻に、

Ｄ／Ｇ２台（Ｄ／Ｇ １Ａ、１Ｂ）が自動起動し、非常用母線（Ｍ／Ｃ－１Ｃ、Ｍ／

Ｃ－１Ｄ）の電源が回復した。 

 非常用母線の電源が喪失したことに伴い、ＲＰＳ電源が停止し、主蒸気隔離弁（以

下、「ＭＳＩＶ」という。）が、自動閉した。このため、原子炉圧力が上昇を開始した。 
同日１４時５２分に、ＩＣ２台が「原子炉圧力高（７．１３ＭＰａ[gage]）」によ

り自動起動し、原子炉の減圧・冷却を開始するとともに原子炉圧力が下降を開始した。 
一方、原子炉水位は、原子炉自動停止直後にボイドがつぶれることで低下するが、

外部電源の喪失による原子炉給水ポンプトリップまでの間、原子炉への給水は継続し

たと考えられ、ＨＰＣＩが自動起動（Ｌ－Ｌ：ＴＡＦ＋１９５０ｍｍ）することなく

水位が回復し、通常水位レベル（ＴＡＦ＋４３７０ｍｍ）で推移した。 

その後、ＩＣ起動に伴う原子炉圧力の低下が速く、操作手順書で定める原子炉冷却

材温度降下率５５℃／ｈを遵守できないと判断し、同日１５時０３分頃から原子炉圧

力調整のためにＩＣ（Ａ系）を手動停止（戻り配管隔離弁ＭＯ－３Ａ「閉」操作）、

続けてＩＣ（Ｂ系）を手動停止（戻り配管隔離弁ＭＯ－３Ｂ「閉」操作）し、待機状

態とした。ＩＣを停止したことにより、原子炉圧力が再び上昇した。 

原子炉圧力を６～７ＭＰａ程度に調整するために、ＩＣ１系列で圧力調整すること

とし、ＩＣ（Ａ系）を手動操作（戻り配管隔離弁ＭＯ－３Ａを「開」操作）にて起動、

その後、起動、停止（戻り配管隔離弁ＭＯ－３Ａを「開」・「閉」操作）を繰り返し、

原子炉圧力調整を実施した。 

同日１５時１６分、原子炉圧力は６．８ＭＰａ[gage]、原子炉水位計（広帯域）の 
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指示値で＋９１０ｍｍ（ＴＡＦ＋４３４０ｍｍ）であった。 

【添付資料－７－１～８、１０、１１】 

 

ｃ．閉じ込める機能 
３月１１日１４時４７分頃、非常用母線の電源が喪失し、ＲＰＳ電源が停止したこ

とにより、ＭＳＩＶが自動閉した。ＭＳＩＶが自動閉したことから、その後のＳＲＶ

の手動開閉によるＳ／Ｃ水の温度上昇に備え、操作手順書に従い同日１５時０７分か

ら１０分にかけて格納容器冷却系（以下、「ＣＣＳ」という。）を手動起動し、トーラ

ス水冷却モ－ドでＳ／Ｃ冷却を開始した。 

通常換気空調は、常用電源喪失により停止したが、原子炉水位低（Ｌ－３：ＴＡＦ

＋３６１０ｍｍ）またはＲＰＳ電源が停止したことによる一次格納容器隔離系（以下、

「ＰＣＩＳ」という。）隔離信号により、非常用ガス処理系（以下、「ＳＧＴＳ」とい

う。）は自動起動したことから、Ｒ／Ｂの負圧は維持された。なお、排気筒放射線モ

ニタの値に異常な変化はなく、外部への放射能の影響はなかった。 

【添付資料－７－１～３、８、９】 
 
（２）【３月１１日１５時３７分（全交流電源喪失）～３月１２日（海水注入）】 

ａ．冷やす機能 
  ３月１１日１５時５０分頃、原子炉水位が不明な状態となり、原子炉水位が確認で

きないことから、原子炉への注水状況が不明なため、同日１６時３６分に原災法第１

５条該当事象（非常用炉心冷却装置注水不能）と判断した。その後、原子炉水位計が

復旧し、水位の確認ができたことから、原災法第１５条該当事象（非常用炉心冷却装

置注水不能）の状態から回復したものと判断したが、再度、原子炉水位が確認できな

くなったため、同日１７時０７分に、原災法第１５条該当事象（非常用炉心冷却装置

注水不能）と判断した。 
なお、非常用炉心冷却装置注水不能に至った場合の代替注水については、アクシデ

ントマネジメント（以下、「ＡＭ」という。）策として、復水貯蔵タンクを水源としＭ

ＵＷＣから原子炉へ注入するライン、及びろ過水タンクを水源としＦＰからＭＵＷＣ

を経由して原子炉へ注水するラインを整備している。 
消防車等の重機を使用した原子炉への代替注水はＡＭ策としては考慮されていな

かったが、今回の事故では臨機の応用動作として、消防車による原子炉への注水を試

みた。 
以下、代替注水に向けた対応状況等を示す。 

 
＜原災法第１０条該当事象の判断（全交流電源喪失）＞ 
津波の影響を受け、冷却用海水ポンプまたは電源盤、非常用母線の被水等によりＤ

／Ｇ １Ａ、１Ｂが停止したことから、３月１１日１５時３７分に全交流電源喪失と

なり、同日１５時４２分に原災法第１０条該当事象（全交流電源喪失）の発生と判断

した。 

全交流電源喪失により、炉心スプレイ系（以下、「ＣＳ」という。）、ＣＣＳは動作

不能となった。 
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＜原災法第１５条該当事象の判断（非常用炉心冷却装置注水不能）＞ 

直流電源で操作可能な設備として、ＩＣとＨＰＣＩがあるが、状況を確認したとこ

ろ、ＩＣは弁開閉表示が確認できない状態であり、また、ＨＰＣＩは制御盤の表示灯

が消灯していたことから起動不能と判断した。 

計器用の電源が喪失し、３月１１日１５時５０分頃原子炉水位が不明な状態となり、

原子炉水位が確認できないことから、原子炉への注水状況が不明なため、同日１６時

３６分に原災法第１５条該当事象（非常用炉心冷却装置注水不能）と判断した。その

後、原子炉水位計が復旧し、水位の確認ができたことから、同日１６時４５分に原災

法第１５条該当事象（非常用炉心冷却装置注水不能）の状態から回復したものと判断

したが、再度、原子炉水位が確認できなくなったため、同日１７時０７分に原災法第

１５条該当事象（非常用炉心冷却装置注水不能）と判断した。 

 

＜代替注水手段の検討＞ 

３月１１日１７時１２分、発電所長（発電所緊急時対策本部長）は原子炉への注水

を確保するため、ＡＭ策として設置された代替注水手段であるＦＰ、ＭＵＷＣ、ＣＣ

Ｓ及び消防車による代替注水について検討するよう指示した。 

発電所緊急時対策本部（以下、「発電所対策本部」という。）では、原子炉への注

水については、ディーゼル駆動消火ポンプ（以下、「Ｄ／Ｄ－ＦＰ」という。）を使

用し、ＦＰラインよりＣＳを経由した代替注水ラインを構成することとした。 

同日１７時３０分にＤ／Ｄ－ＦＰを起動した。 

ＦＰラインよりＣＳを経由した代替注水ラインについては、電源が喪失した状況で

あったため、中操からの操作によりラインを構成することができず、照明が消えた暗

闇の状況で、Ｒ／Ｂ内にてＣＳなどの弁を手動で開け、原子炉圧力の減圧後（０．６

９ＭＰａ[gage]以下）に注水が可能な状態とした。 

 

発電所対策本部復旧班は、電源盤（高圧電源盤、パワーセンター）の水没や外観損

傷の状態を確認し、絶縁抵抗測定等を実施したところ、１号機の電源盤が使用不可能

であり、２号機のパワーセンターの一部（Ｐ／Ｃ－２Ｃ、Ｐ／Ｃ－２Ｄ）が使用可能

であることを確認した。原子炉への高圧注水が可能なほう酸水注入系（以下、「ＳＬ

Ｃ」という。）等について、２号機のパワーセンターを介して電源車により電源復旧

を行うよう検討を進めた。 

電源車については、３月１１日１７時頃に、本店配電部門から当社全店に対して

高・低圧電源車の確保と福島第一原子力発電所へのルート確認を指示し、その一方で、

同日１８時２０分頃に、東北電力へ高圧電源車の派遣を依頼した。なお、当社全店の

高・低圧電源車が福島第一原子力発電所に向け出発するが、道路被害や渋滞により思

うように進めず、また、自衛隊・米軍による高・低圧電源車の空輸を検討するも、重

量オーバーにより断念した。 

 

ＩＣについては、一時的に直流電源が復活したためか、ＩＣ（Ａ系）の供給配管隔

離弁ＭＯ－２Ａ、戻り配管隔離弁ＭＯ－３Ａの「閉」を示す緑ランプが点灯（直流）

していることを発見した。 

 一方で、ＩＣ（Ｂ系）の状態表示用のランプ電源（直流・交流）が失われていたの

で、３月１１日１８時１８分にＩＣ（Ａ系）の供給配管隔離弁ＭＯ－２Ａ、戻り配管

隔離弁ＭＯ－３Ａの「開」操作を実施し、ＩＣベント管から蒸気が発生していること
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を確認した。なお、ＰＣＶ内にあるＩＣ隔離弁４弁（ＭＯ－１Ａ、ＭＯ－１Ｂ、ＭＯ

－４Ａ、ＭＯ－４Ｂ）の状態は、状態表示用のランプ電源（交流）が失われたことか

ら確認できなかった。 

その後、同日１８時２５分、戻り配管隔離弁ＭＯ－３Ａを「閉」操作した。 

 

中操の監視計器は、電源が喪失して指示値が確認できない状態であった。そのため、

暗闇の中Ｒ／Ｂ内へ入域し、３月１１日２０時０７分頃、現場の原子炉圧力計にて原

子炉圧力が６．９ＭＰａ[gage]であることを確認した。 

 

＜中操内計器類の復旧作業＞ 

発電所対策本部復旧班は、中操照明、監視計器類の復旧のため、必要な図面の用意、

バッテリーやケーブルの収集などを進め、３月１１日２０時４９分、小型発電機設置

により中操内に仮設照明が設置され、また、監視計器に仮設のバッテリーを接続した。 

その結果、同日２１時１９分に原子炉水位（燃料域）がＴＡＦから＋２００ｍｍと

判明した。 

同日２１時３０分にＩＣ（Ａ系）の戻り配管隔離弁ＭＯ－３Ａの「開」操作を再度

実施した。その際、ＩＣベント管から蒸気が発生していることを確認した。 

 

＜現場線量上昇開始＞ 

３月１１日２１時５１分、Ｒ／Ｂ内の放射線量が上昇したことから、Ｒ／Ｂへの入

域を禁止した。 

Ｒ／Ｂにおいて、警報付きポケット線量計（以下、「ＡＰＤ」という。）指示が短

時間で０．８ｍＳｖとなり、現場の放射線量が上昇していることを、同日２２時００

分頃、発電所対策本部に報告した。 

また、同日２３時００分にＴ／Ｂ１階の北側二重扉前（Ｒ／Ｂへの入口）で１．２

ｍＳｖ／ｈ、同南側二重扉前で０．５ｍＳｖ／ｈの放射線量を計測した。 

  

＜Ｄ／Ｄ－ＦＰの復旧＞ 

３月１２日１時４８分に、原子炉への注水のために運転状態で待機していたＤ／Ｄ

－ＦＰは、停止時期は確認できていないが、ある時点から停止していることを確認し

た。その後、バッテリーの交換、燃料補給等による復旧を試みたが起動することがで

きなかった。 

 

 ＜消防車による注水の準備＞ 

消防車からＦＰラインの送水口へホースをつなぎ込んで注水することについて検

討を開始した。消火栓は水が噴き出しており、ろ過水を水源として使用できない状況

であったため、ろ過水の確保のために周りの弁を閉める処置を実施した。 

そこで、他の水源を探したところ、防火水槽が使用できることを確認した。 

３月１２日２時４５分、原子炉圧力は０．８ＭＰａ[gage]であることが判明した。 
消防車は発電所に配備していた３台のうち、１台が津波の影響により使用不能、１

台は５、６号機側にあり、津波発生以降、道路の損傷や津波による瓦礫の影響で５、

６号機側との通路が分断されていたことから移動が困難な状況であった。残りの１台

を利用することで準備が進められ、１号機近くに消防車を配備しようとしていたが、

津波の影響による瓦礫が散乱するなど、消防車配備には多くの障害があり時間を要し
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た。あわせて消防車の追加手配や自衛隊による水輸送についても準備が進められた。 

 

３月１２日３時４５分頃、放射線量測定のためＲ／Ｂ二重扉を開けたが白いもやが

見えたことから扉を再度閉鎖した。このため、放射線量測定は実施できなかった。 

同日４時３０分頃、余震による津波の可能性から、発電所対策本部より中操へ現場

操作の禁止を指示した。 

 

 ＜淡水注入の開始＞ 

１号機送水口において消防車ポンプのつなぎ込みが完了したことから、３月１２日

５時４６分に防火水槽から淡水注入を開始した。 

同日５時５２分頃、消防車ポンプによる原子炉への注入累計１，０００ℓを完了し、

その後、同日９時１５分までに消防車ポンプにより累計６，０００ℓの淡水注入を実

施した。 

さらに同日９時４０分まで、消防車ポンプにより累計２１，０００ℓの淡水注入を

実施した。 

追加手配の消防車が到着することにより、３号機側の防火水槽から１号機の防火水

槽へ淡水を移送し、消防車ポンプで注入する構成とした。 

同日１４時５３分、消防車ポンプにより８０，０００ℓの注入が完了した。 

 

消防車ポンプからの淡水注水を開始した当初、１号機側防火水槽の位置からでは吐 

出圧力が足りないと考え、防火水槽から消防車タンクに水を汲み上げてから、建屋寄

りに移動し、ＦＰの送水口から原子炉へ注水を繰り返し実施していた。消防車の移動

には、崩れかかった建物の下を慎重に通過するなど、往復の移動に時間がかかった。 

地震や津波の影響で障害物が多く、消防車の往復の移動に時間がかかることから、

試行錯誤の上、消防車に備え付けのホースを用い、１号機防火水槽からＦＰの送水口

間の連続注水ラインを構成し、継続注入を開始した。 

現場状況から、３号機側防火水槽から１号機側防火水槽へ淡水の輸送を繰り返すこ

ととなり、防火水槽はホースがひとつしか入らないため、淡水の補給を行うたび、原

子炉への注水側のホースを取り出さなければならず、そのたびに注水を中断しなけれ

ばならなかった。 

 

 ＜海水注入及びＳＬＣ注入の準備開始＞ 

１号機原子炉へ注入する防火水槽の淡水には限りがあるため、淡水注入に並行して

海水注入の準備を進めており、３月１２日１４時５４分に発電所長（発電所緊急時対

策本部長）は、原子炉への海水注入を実施するよう指示した。 

１号機原子炉へ防火水槽の淡水の注入を継続してきたため、防火水槽内の淡水が枯

渇してきたことから、他の防火水槽等より淡水の搬送を急ぐとともに、海水注入に切

り替える作業を進めた。 

 

ＳＬＣについては、低圧電源盤及びポンプが津波の影響を受けておらず、使用可能

な２号機パワーセンターから受電するため、事前準備として３月１１日深夜から３月

１２日未明にかけて到着した高圧電源車から２号機パワーセンター、２号機パワーセ

ンターから１号機低圧電源盤へのケーブルを接続し、３月１２日１５時３０分頃に、

ＳＬＣ電源を復旧し、ＳＬＣ注入準備が完了した。なお、ケーブルについては、定検
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工事用に構内企業が保管していたものを敷設した。 

海水の水源については、現場の状況から直接、海から採水せずに、津波により海水

が溜まっていた３号機逆洗弁ピットとし、揚程を確保するため消防車を３台直列につ

なぎ、原子炉への注水ラインとした。 

海水注入及びＳＬＣ注入に向けた準備を進めていたところであったが、同日１５時

３６分にＲ／Ｂで水素ガスによると思われる爆発が発生した。 

この爆発により、現場からの退避、安否確認が実施され、現場の状況や安全確認が

なされるまで復旧及び準備作業が中断した。同日１７時２０分頃、消防車、建屋など

の状況の調査のため免震重要棟を出発した。 

同日１８時０５分、経済産業大臣より、法令に基づき１号機ＲＰＶ内を海水で満た

す旨の命令があったことを本店・発電所間にて情報共有した。 

同日１８時３０分頃、現場にて消防車、建屋などの状況調査の結果、現場は瓦礫等

が散乱している状態で、ＳＬＣの電源設備や準備していた海水注入のためのホ－スが

損傷、使用不可能であることを確認した。 

同日１９時０４分頃、３号機逆洗弁ピットを水源とし、ＦＰラインを使用して原子

炉へ海水注入を開始した。１号機付近は、放射線量の高い瓦礫が散乱していることか

ら、放射線管理員の監視のもと、散乱した瓦礫（１号機Ｒ／Ｂの鉄板等）を片付け、

再敷設するためのホースを屋外の消火栓からかき集めて、再敷設の作業を進めた。 

同日２０時４５分、ほう酸を海水と混ぜて、原子炉内へ注入を開始した。 

【添付資料－７－１～８、１０～１２】 

 
ｂ．閉じ込める機能 
 ３月１１日２３時５０分頃、中操で発電所対策本部復旧班が、中操の照明仮復旧用

に設置した小型発電機をＤ／Ｗ圧力計に繋いで指示を確認したところ、６００ｋＰａ

[abs]であることが確認され、発電所対策本部へ報告した。これを受けて、３月１２

日０時０６分、ＰＣＶベント準備を進めるよう発電所長（発電所緊急時対策本部長）

は指示した。 
通常は中操からＰＣＶベント操作できるが、全交流電源喪失のため、ＰＣＶベント

操作のうち、ＭＯ弁の操作については手動で開けなければならない状況となり、また、

ＡＯ弁の操作においては、当該弁を作動させるために必要な空気圧が確保できず、駆

動用の空気ボンベを現場で復旧するか、仮設空気圧縮機を設置して空気圧を確保する

必要があった。 

なお、ＣＣＳ及びＳＨＣの復旧の見通しがたたない場合については、ＳＲＶによる

原子炉の減圧に伴ってＰＣＶの圧力、温度が上昇することから、ＡＭ策として、Ｓ／

Ｃ及びＤ／Ｗから排気筒（スタック）に至るベント管を通じて、ＰＣＶの過圧を防止

するＰＣＶベントラインが整備されている。   

また、当該ラインは、圧力が高い場合でもＰＣＶベントができるよう、ＳＧＴＳを

バイパスして設置されており、また、誤動作を防ぐ観点から、あらかじめ定められた

圧力で作動するラプチャーディスクを備えている。 

 以下、ＰＣＶベントに向けた対応状況等を示す。 

 

＜ＰＣＶベント実施に向けた事前準備＞ 

津波の影響による全交流電源喪失により、トーラス水冷却モードでＳ／Ｃ冷却をし
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ていたＣＣＳ（Ａ系、Ｂ系）が停止し、ＳＧＴＳも停止した。また、計器用の電源が

失われたことから、Ｄ／Ｗ圧力が不明な状態となった。 

 

３月１１日２０時５０分、福島県より福島第一原子力発電所から半径２ｋｍの住民

に避難指示が出された。 

同日２１時２３分、内閣総理大臣より福島第一原子力発電所から半径３ｋｍ圏内の

避難、半径３ｋｍ～１０ｋｍ圏内の屋内退避指示が出された。 

 

３月１１日夕方、計器類の復旧が行われる中、中操ではＡＭ操作手順書の内容確認

を実施していた。早い段階でＰＣＶベントの準備を進めるべく、バルブチェックリス

トを用いてＰＣＶベントに必要な弁及びその位置の確認を行った。また、発電所対策

本部発電班は、電源がない状況におけるＰＣＶベント操作手順の検討を開始した。ま

た、発電所対策本部復旧班は図面の確認を実施し、Ｓ／Ｃベント弁（ＡＯ弁）のうち

小弁側には手動操作用のハンドルがあり、そのハンドルを操作することで開くことが

可能であると確認し、中操へ連絡するなど、関係各所においてＰＣＶベントに向けた

調査、対応を実施した。 

 

 ＜現場線量上昇開始＞ 

Ｒ／Ｂ内放射線量が上昇したことから、３月１１日２１時５１分、Ｒ／Ｂへの入域

が禁止された。Ｒ／Ｂにおいて、ＡＰＤ指示が短時間で０．８ｍＳｖとなり、現場の

放射線量が上昇していることが、同日２２時００分頃、発電所対策本部に報告された。 

同日２３時００分、Ｔ／Ｂ１階の北側二重扉前で１．２ｍＳｖ／ｈ、同南側二重扉

前で０．５ｍＳｖ／ｈを計測した。 

 

 ＜Ｄ／Ｗ圧力上昇確認＞ 

３月１１日２３時５０分頃、中操で中操の照明仮復旧用に設置した小型発電機から

の電源をＤ／Ｗ圧力計につないで指示値を確認したところ、６００ｋＰａ[abs] （最

高使用圧力５２８ｋＰａ[abs]（４２７ｋＰａ[gage]））であり、Ｄ／Ｗ圧力が上昇

していることを確認し、発電所対策本部に報告した。 

 

 ＜具体的なベント手順の検討開始＞ 

 Ｄ／Ｗ圧力が６００ｋＰａ[abs] （最高使用圧力５２８ｋＰａ[abs]（４２７ｋＰ

ａ[gage]））を超えている可能性があり、ＰＣＶベントを実施する可能性があること

から、３月１２日０時０６分、発電所長（発電所緊急時対策本部長）は、ＰＣＶベン

トの準備を進めるよう指示した。中操では、ＡＭ操作手順書や弁の図面、配管計装線

図等で弁の操作方法や手順など、具体的な手順の確認を開始した。 

 

 ３月１２日０時３０分、国による避難住民の避難措置完了が確認された。（双葉町

及び大熊町の３ｋｍ以内避難措置完了を確認し、同日１時４５分再度確認を実施し

た。） 

 

＜第１５条該当事象の判断（格納容器圧力異常上昇）＞ 

 Ｄ／Ｗ圧力が６００ｋＰａ[abs] （最高使用圧力５２８ｋＰａ[abs]（４２７ｋＰ

ａ[gage]））を超えている可能性があることから、３月１２日０時４９分に原災法第



 

 ２１ 

１５条該当事象（格納容器圧力異常上昇）と判断した。同日１時３０分頃、１号機及

び２号機のＰＣＶベントの実施について、内閣総理大臣、経済産業大臣及び原子力安

全・保安院に申し入れ、了解を得た。本店対策本部より「あらゆる方策で（ＰＣＶベ

ントに必要となる）ＭＯ弁及びＡＯ弁を動かし、ＰＣＶベントして欲しい。（同日）

３時に経済産業大臣と当社がＰＣＶベントの実施を発表する。発表後にＰＣＶベント

すること」との情報が提供された。 

 

＜ＰＣＶベント実施手順の検討継続＞ 

３月１２日２時２４分、ＰＣＶベントの現場操作に関する作業時間の評価結果が発

電所対策本部に報告された。３００ｍＳｖ／ｈの雰囲気であれば緊急時対応の線量限

度（１００ｍＳｖ／ｈ）で１７分の作業時間であり、セルフエアセットの時間は２０

分、ヨウ素剤の服用が必要との評価となった。 

同日２時３０分、Ｄ／Ｗ圧力が８４０ｋＰａ[abs]（最高使用圧力５２８ｋＰａ

[abs]（４２７ｋＰａ[gage]））に到達したことを確認し、同日２時４７分に官庁等

に連絡した。 

同日３時０６分、ＰＣＶベント実施に関するプレス会見を実施した。 

同日３時４５分頃、本店対策本部がＰＣＶベント時の発電所周辺の被ばく線量評価

を作成し、発電所と情報を共有した。また、発電所では同日３時４５分頃、放射線量

測定のためＲ／Ｂ二重扉を開けたところ白いもやが見えたことから扉を再度閉鎖し

た。このため、放射線量測定は実施できなかった。 

 

中操では、ＰＣＶベント操作に向けて、弁の操作の順番、Ｓ／Ｃからのベントライ

ンにあるＡＯ弁が設置されているトーラス室（Ｓ／Ｃが設置されている部屋）での道

順、弁の配置などの確認が繰り返し実施され、作業に必要な装備（耐火服、セルフエ

アセット、ＡＰＤ、サーベイメータ、懐中電灯）を集めた。 

  

３月１２日４時０１分、１号機ＰＣＶベントを実施した場合の発電所周辺への被ば

く評価結果を官庁等に連絡した。 

同日４時３０分頃、余震による津波の可能性から、発電所対策本部より中操へ現場

操作の禁止を指示した。 

同日４時４５分頃、発電所対策本部は、１００ｍＳｖにセットしたＡＰＤと全面マ

スクを中操に届けた。 

同日４時５０分頃、免震重要棟に戻った作業員に汚染が見られたため、現場に行く

際には免震重要棟玄関前から、「全面マスク＋チャコールフィルタ＋Ｂ装備、Ｃ装備

またはカバーオール」装備となった。 

同日４時５５分、発電所構内における放射線量が上昇（正門付近同日４時００分：

０．０６９μＳｖ／ｈ→同日４時２３分：０．５９μＳｖ／ｈ）したことを確認した。 

同日５時００分頃、中操でも同様の装備「全面マスク＋チャコールフィルタ＋Ｂ装

備」とするよう指示した。中操では、１号機側の線量が上がってきたことから、当直

長は、運転員を放射線量の低い２号機側に待避させた。 

 発電所構内における放射線量が上昇していること、及びＤ／Ｗ圧力も低下傾向にあ

ることから、同日５時１４分「外部への放射性物質の漏えい」が発生していると判断

した。 



 

 ２２ 

 ３月１２日５時４４分、内閣総理大臣より福島第一原子力発電所から半径１０ｋｍ

圏内の住民に避難指示が出された。 

 ３月１２日６時５０分、経済産業大臣より法令に基づくＰＣＶベント（手動）の実

施命令が出された。 

 同日８時０３分、１号機ＰＣＶベント操作を同日９時目標で行うよう発電所長（発

電所緊急時対策本部長）が指示した。 

 

Ｒ／Ｂ内は電源喪失により暗闇であることから、１人で作業することは非常に困難

であり危険を伴うこと、またＲ／Ｂ内は高い放射線量が予測されること、余震でＲ／

Ｂ内から引き返すことも考慮し２名１組の３班体制（当直長クラス、副長クラスの運

転員で構成）でＰＣＶベント操作を実施すべく準備することとした。 

 

 同日８時２７分、大熊町の一部が避難できていないとの情報を確認した。 

同日８時３７分、福島県へ同日９時にＰＣＶベントを開始するために準備している

ことを連絡し、避難が完了してからＰＣＶベントを実施することで調整した。 

同日９時０３分、大熊町（熊地区）の避難完了を確認し、福島県に同日９時０５分

に公表してＰＣＶベント実施することを連絡した。 

 

 ＜ＰＣＶベント弁（ＭＯ弁）開操作＞ 

３月１２日９時０４分、ＰＣＶベント操作を行うため、第１班（運転員２名）が現   

場へ出発した。運転員の装備は、耐火服、セルフエアセット、ＡＰＤ及び懐中電灯と  

した。また、通信手段がないことから、現場に行くと連絡が取れないため、１班ずつ 

現場に行き、中操に戻ってから次の班が出発することとした。 

 

同日９時１５分頃、ＰＣＶベントラインのＭＯ弁を手順通り手動で２５％まで開操

作を行い、中操に戻った。この際の被ばく線量は約２５ｍＳｖであった。 

 

 ＜Ｓ／Ｃベント弁（ＡＯ弁）小弁開操作＞ 

３月１２日９時２４分、Ｓ／ＣからのベントラインにあるＡＯ弁（小弁）を手動で

開操作するために第２班（運転員２名）が現場（トーラス室）に向かったが、線量が

高く線量限度１００ｍＳｖを超える可能性があったことから、同日９時３０分頃、Ａ

Ｏ弁の操作を断念し、中操に引き返した。第３班（運転員２名）による作業について

も、現場の放射線量が高かったことから操作を断念した。 

ＰＣＶベント操作のために、Ｒ／Ｂ内に入域した当社社員１名の被ばく線量が、 

１００ｍＳｖを超過（１０６．３０ｍＳｖ）したことを、３月１２日１１時３９分に

官庁等に連絡した。 

 

 ＜Ｓ／Ｃベント弁（ＡＯ弁）大弁開のための方策検討＞ 

現場でのＳ／ＣからのベントラインにあるＡＯ弁（小弁）の開操作ができなかった

ことを受け、発電所対策本部では、ＡＯ弁を開操作するための駆動源である計装用空

気（以下、「ＩＡ」という。）系が停止していたため、駆動源となる空気を供給する

ために仮設空気圧縮機を接続することについて検討を開始した。また、Ｓ／Ｃからの



 

 ２３ 

ベントラインにあるＡＯ弁（小弁）についてＩＡ系の残圧に期待して、中操において

当該弁の開操作を実施するように指示した。 

 １号機ＰＣＶベントを実施した場合の発電所周辺への被ばく評価を、３月１２日９

時５３分に再度実施し、その結果を官庁等に連絡した。 

  

＜Ｓ／Ｃベント弁（ＡＯ弁）小弁の遠隔開操作、モニタリングポスト指示上昇＞ 

３月１２日１０時１７分、ＡＯ弁の駆動源であるＩＡ系は停止していたため、ＩＡ

系の残圧を期待し、中操にてＳ／ＣからのベントラインにあるＡＯ弁（小弁）の開操

作（１回目）を実施した。続いて同日１０時２３分（２回目）、同日１０時２４分（３

回目）Ｓ／ＣからのベントラインにあるＡＯ弁（小弁）の開操作を実施した。なお、

３回の操作においてＳ／ＣからのベントラインにあるＡＯ弁（小弁）が開となったか

については、確認できなかった。 

 同日１０時４０分、正門付近及びモニタリングポスト（以下、「ＭＰ」という。）

の放射線量が上昇していることが確認されたことから、発電所対策本部ではＰＣＶベ

ントにより放射性物質が放出された可能性が高いと判断したが、同日１１時１５分放

射線量が下がっていることから、ＰＣＶベントが十分効いていない可能性があること

を確認した。 

 

＜Ｓ／Ｃベント弁（ＡＯ弁）大弁開操作の実施＞ 

 Ｓ／ＣからのベントラインにあるＡＯ弁（大弁）を動作させるため３月１２日１２

時３０分頃から仮設空気圧縮機、接続具等の準備などを進め、比較的放射線量が低い

Ｒ／Ｂ大物搬入口外に仮設空気圧縮機を設置、ＩＡ配管に接続し、同日１４時００分

頃から加圧したところ、Ｄ／Ｗ圧力が低下（Ｄ／Ｗ圧力０．７５ＭＰａ→同日１４時

５０分０．５８ＭＰａ）していることを確認し、同日１４時３０分、ＰＣＶベントに

よる「放射性物質の放出」と判断し、同日１５時１８分に官庁等に連絡した。 

 

＜原災法第１５条該当事象の判断（敷地境界放射線量異常上昇）＞ 

 ３月１２日１５時３６分にＲ／Ｂで水素ガスによると思われる爆発が発生した。Ｍ

Ｐで５００μＳｖ／ｈを超える放射線量（１０１５μＳｖ／ｈ）を計測したことから、

同日１６時２７分、原災法第１５条該当事象（敷地境界放射線量異常上昇）と判断し

た。 

【添付資料－７－１、１３、１４】 

 
７．２ 後日の調査によって確認された事項 

７．２．１ ＩＣに関する考察 

  ３月１１日１８時１８分に、ＩＣ（Ａ系）の供給配管隔離弁ＭＯ－２Ａ、戻り配管

隔離弁ＭＯ－３Ａの開操作を実施している。その後、戻り配管隔離弁ＭＯ－３Ａにつ

いては、同日１８時２５分に閉操作し、同日２１時３０分に再度開操作を実施してい

る。 

通常ＩＣの起動・停止操作においては、供給配管隔離弁ＭＯ－２Ａ、２Ｂの「開」・

「閉」操作はせず、戻り配管隔離弁ＭＯ－３Ａ、３Ｂの「開」・「閉」操作のみで実施

すること、また、４つの内側隔離弁（ＩＣ（Ａ系）：ＭＯ－１Ａ、ＭＯ－４Ａ、ＩＣ

（Ｂ系）：ＭＯ－１Ｂ、ＭＯ－４Ｂ）の開閉状態は、表示灯も消えており、運転員に



 

 ２４ 

は把握が困難な状況であったことから、津波襲来後のＩＣ動作状況について調査した

ところ、以下のことが確認された。 

 

（１）ＩＣ電動弁回路調査結果（平成２３年４月１日実施） 

   供給配管隔離弁ＭＯ－２Ａ、２Ｂ、ＰＣＶ内側隔離弁（ＩＣ（Ａ系）：ＭＯ－１

Ａ、ＭＯ－４Ａ、ＩＣ（Ｂ系）：ＭＯ－１Ｂ、ＭＯ－４Ｂ）は、「ＩＣ配管破断」を

検出する回路の直流電源が喪失した場合、フェールセーフ信号により閉動作するた

め、回路調査を実施した。 

 

  ａ．運転員が「閉」操作を実施していないＩＣ（Ｂ系）の供給配管隔離弁ＭＯ－２

Ｂについては、全閉を示す回路状態であり、「ＩＣ配管破断」を検出する回路

の直流電源喪失に伴うフェールセーフ信号による弁の「閉」動作状況と一致し

た。 

ｂ．運転員が「開」操作を実施した供給配管隔離弁ＭＯ－２Ａ、戻り配管隔離弁Ｍ

Ｏ－３Ａの開閉状態については、全開を示す回路状態であり、運転員による

「開」操作状況と一致した。 

ｃ．運転員が津波襲来前に「閉」操作を実施した戻り配管隔離弁ＭＯ－３Ｂの開閉

状態については、全閉を示す回路状態であり、運転員による「閉」操作状況と

一致した。 

  ｄ．ＰＣＶ内側隔離弁（ＩＣ（Ａ系）：ＭＯ－１Ａ、ＭＯ－４Ａ、ＩＣ（Ｂ系）：Ｍ

Ｏ－１Ｂ、ＭＯ－４Ｂ）は、「中間開」を示す回路状態であった。 

 

（２）調査結果のまとめ 

   以上の調査結果から、供給配管隔離弁ＭＯ－２Ａ、２Ｂを含むＩＣの各隔離弁は、

直流電源喪失により、「ＩＣ配管破断」を検出する回路がフェールセーフ動作とし

て信号を発信し、閉動作したものと推定した。 

しかしながら、ＰＣＶ内側隔離弁（ＩＣ（Ａ系）：ＭＯ－１Ａ、ＭＯ－４Ａ、Ｉ

Ｃ（Ｂ系）：ＭＯ－１Ｂ、ＭＯ－４Ｂ）については、弁の駆動電源が残っていれば

本来「全閉」状態となるが、調査結果は「中間開」を示しており、弁の開度につい

て特定できない状況である。また、直流電源駆動の弁（供給配管隔離弁ＭＯ－２Ａ、

２Ｂ、戻り配管隔離弁ＭＯ－３Ａ、３Ｂ）も「閉」動作したものと推定できるが、

直流電源の供給状態には不明な点が多く、どの段階で電源が喪失、回復したのかは、

特定できていない。 

したがって、ＰＣＶ内側隔離弁（ＩＣ（Ａ系）：ＭＯ－１Ａ、ＭＯ－４Ａ）は開

度状態がわからない状況であり、供給配管隔離弁ＭＯ－２Ａ、戻り配管隔離弁ＭＯ

－３Ａを手動開操作後に蒸気発生を確認しているが、ＩＣがどの程度機能していた

かについては現時点では判断できない。 

【添付資料－７－１０、１５】 
 

７．２．２ 炉心の状態について（ＭＡＡＰ解析結果） 

「東北地方太平洋沖地震発生当時の福島第一原子力発電所運転記録及び事故記録   

の分析と影響評価について（平成２３年５月２３日原子力安全・保安院報告）」の中
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で、地震発生初期の設備状態や運転操作等に関する情報より、事故解析コード

（Modular Accident Analysis Program、以下「ＭＡＡＰ」という。）を用いてプラン

トの状態を評価している。 

解析では全交流電源喪失（津波到達）以降、比較的早期に炉心の損傷が開始し、Ｒ

ＰＶが破損する結果となった。一方、ＲＰＶ温度等のプラントパラメータによれば、

熱源（燃料）の大部分はＲＰＶ内にあることを示唆する挙動であることから、炉心は

大幅に損傷したものの、所定の装荷位置から下（下部プレナム）に移動・落下し、大

部分はその位置付近で安定的に冷却できていると考える。 
【添付資料－７－１６】 
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８．福島第一原子力発電所２号機の事故状況及び事故進展の状況調査 

８．１ プラントの状況 

８．１．１ 地震発生前のプラント状況 

２号機は平成２２年１２月１５日（平成２２年１１月１８日発電機最終並列）より

第２６サイクル運転中であり、地震発生時は定格熱出力にて、一定運転中であった。

なお、運転の継続に影響を及ぼす可能性のある不具合は発生していなかった。 

 

８．１．２ 地震発生後のプラント及び対応状況 
（１）【３月１１日１４時４６分（地震発生）～３月１１日１５時４１分（全交流電

源喪失）】 

ａ．止める機能 

定格熱出力一定運転中のところ、平成２３年３月１１日１４時４６分に発生した東

北地方太平洋沖地震により、同日１４時４７分「地震加速度大トリップ」（動作設定

値：Ｒ／Ｂ地下床水平：１３５ガル、鉛直：１００ガル）が発生し、直ちに全制御棒

が全挿入となり、原子炉は設計通り自動停止するとともに、同日１５時０１分に原子

炉が未臨界状態となったことを確認した。 

【添付資料－８－１、２】 

 

ｂ．冷やす機能 

地震の影響で、所内受電用しゃ断器の被害などによって外部電源が全喪失したこと

により、３月１１日１４時４７分頃、非常用母線の電源が喪失し、ＲＰＳ電源が喪失

したことにより、ＭＳＩＶが自動閉した。 

このため、原子炉圧力が上昇を開始したが、ＳＲＶの自動開閉により原子炉圧力が

制御された。 

同日１４時４７分、Ｄ／Ｇ２台（Ｄ／Ｇ ２Ａ、２Ｂ）が自動起動し、高圧配電盤

の非常用母線（Ｍ／Ｃ－２Ｃ、Ｍ／Ｃ－２Ｄ及びＭ／Ｃ－２Ｅ）電源が回復した。 

外部電源喪失による原子炉隔離時（ＭＳＩＶ閉時）の対応手順書（事故時操作手順

書）に従い、同日１４時５０分、ＲＣＩＣを手動起動したが、原子炉自動停止及びＭ

ＳＩＶ閉などの影響による原子炉水位の過渡的な変動のため、同日１４時５１分にＲ

ＣＩＣが原子炉水位 「高」信号により自動停止した。 

原子炉水位は、ＲＣＩＣが自動停止したことにより低下したが、同日１５時０２分

ＲＣＩＣを再度手動起動したことで上昇した。 

その後、同日１５時２８分、ＲＣＩＣが再度原子炉水位 「高」信号により自動停

止した。同日１５時３９分、ＲＣＩＣを再度手動起動した。 

なお、ＨＰＣＩについては、地震以降から全交流電源喪失に至るまで、原子炉水位

がＨＰＣＩの自動起動レベル（Ｌ－２：ＴＡＦ＋２９５０ｍｍ）まで低下していない

ことから、手動起動を含めて作動していないが、津波の影響による電源喪失のために

動作不能になったものと推定される。 

【添付資料－８－１～６、８、９】 

 

ｃ．閉じ込める機能 

３月１１日１４時４７分頃、非常用母線の電源が喪失し、ＲＰＳの電源が停止した

ことによりＭＳＩＶが自動閉した。ＳＲＶの自動開閉、ＲＣＩＣの手動起動によりＳ
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／Ｃ水の温度が上昇していたことから、操作手順書に従い同日１５時００分から１５

時０７分にかけてＲＨＲを起動し、トーラス水冷却モードでＳ／Ｃ冷却を開始した。

通常換気空調系は、常用電源喪失により停止したが、原子炉水位低（Ｌ－３：ＴＡＦ

＋４４４３ｍｍ）またはＲＰＳ電源が停止したことによるＰＣＩＳ隔離信号により、

ＳＧＴＳが自動起動したことから、Ｒ／Ｂの負圧は維持された。なお、排気筒放射線

モニタの値に異常な変化はなく、外部への放射能の影響はなかった。 

【添付資料－８－１～３、７、９】 

 

（２）【３月１１日１５時４１分（全交流電源喪失）～３月１５日（Ｄ／Ｗ圧力低下）】 

ａ．冷やす機能 

  ３月１１日１５時５０分頃、計器用の電源が喪失し、原子炉水位が不明な状態とな

り、原子炉水位が確認できないことから、ＥＣＣＳを含めた原子炉への注水状況が不

明なため、同日１６時３６分に原災法第１５条該当事象（非常用炉心冷却装置注水不

能）と判断した。 

なお、非常用炉心冷却装置注水不能に至った場合の代替注水については、ＡＭ策と

して、復水貯蔵タンクを水源としＭＵＷＣから原子炉へ注入するライン、及びろ過水

タンクを水源としＦＰからＭＵＷＣを経由して原子炉へ注水するラインを整備して

いる。 
消防車等の重機を使用した原子炉への代替注水はＡＭ策としては考慮されていな

かったが、今回の事故では臨機の応用動作として、消防車による原子炉への注水を試

みた。 
以下、代替注水に向けた対応状況等を示す。 

 

＜原災法第１０条該当事象の判断（全交流電源喪失）＞ 

津波の影響を受け、冷却用海水ポンプまたは電源盤、非常用母線の被水・水没等に

より３月１１日１５時４１分にＤ／Ｇ ２Ａ、２Ｂが停止したことから、同日１５時

４２分、原災法第１０条該当事象（全交流電源喪失）の発生と判断した。全交流電源

喪失により、ＲＨＲ、ＣＳは動作不能となった。 

 

 ＜原災法第１５条該当事象の判断（非常用炉心冷却装置注水不能）＞ 

直流電源で操作可能な設備として、ＲＣＩＣの状況を確認したが、中操表示灯など

が消灯しＲＣＩＣの運転状態が確認できない状況となった。 

３月１１日１５時５０分、計器用の電源が喪失し、原子炉水位が不明な状態となり、

原子炉水位が確認できないことから、ＥＣＣＳを含めた原子炉への注水状況が不明な

ため、同日１６時３６分に原災法第１５条該当事象（非常用炉心冷却装置注水不能）

と判断した。 

 

 ＜代替注水手段の検討＞ 

３月１１日１７時１２分、発電所長（発電所緊急時対策本部長）は原子炉への注水

を確保するため、ＡＭ策として設置された代替注水手段（ＦＰ、ＭＵＷＣ、ＲＨＲ）

及び消防車を使用した原子炉への代替注水について検討するよう指示した。 

検討の結果、ＲＨＲを経由した代替注水ラインを構成することとした。しかし、電

源が使用できる状態であれば、中操からの操作によりラインを構成できるが、電源が

喪失した状況では、中操からの操作ができなかったため、照明が消えた暗闇の状況で、
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Ｒ／Ｂ及びＴ／ＢにてＲＨＲなどの弁を手動で開け、原子炉圧力の減圧後（０．６９

ＭＰａ［gage］以下）に注水が可能な系統構成とした。 

 

 ＜中操内計器類の復旧作業＞ 

発電所対策本部復旧班においては、中操照明、監視計器の復旧のため、必要な図面

の用意、バッテリーやケーブルの収集などを進め、３月１１日２０時４９分、小型発

電機設置により中操内に仮設照明を設置した。 

原子炉水位については、不明な状況が継続しており、ＲＣＩＣによる原子炉への注

水状況についても確認できないことから、ＴＡＦに到達する可能性があることを同日

２１時０２分に官庁等に連絡した。さらにＴＡＦ到達時間を２１時４０分と評価した。 

その後、計器類の復旧作業の結果、同日２１時５０分、原子炉水位がＴＡＦ＋３４

００ｍｍと判明した。 

 

３月１２日１時頃、運転員がＲＣＩＣ運転状態について現場確認を実施したところ、

Ｒ／Ｂ地下１階にあるＲＣＩＣ室は、水がたまっている状態であった。 

ＲＣＩＣ運転状態については、かすかな金属音が聞こえたものの、ポンプまたはタ

ービンの回転部分の確認ができなかったため、運転状態は判断できずに中操に戻り状

況報告をした。 

その後、同日２時頃、運転員が再度ＲＣＩＣ運転状態の確認を実施したが、ＲＣＩ

Ｃ室の水たまりの量が増えており、ＲＣＩＣ室では運転状態を確認できなかったため、

現場にある計器ラック（Ｒ／Ｂ１階及び２階）でＲＣＩＣポンプ吐出圧力と原子炉圧

力を確認し、ポンプの吐出圧力が原子炉圧力より高いことからＲＣＩＣは運転してい

るものと判断し、中操に戻り報告した。 

同日２時５５分、発電所対策本部は中操からの報告によりＲＣＩＣが作動している

と判断し、２号機はパラメータ監視を継続することとした。同日４時２０分から５時

にかけて、復水貯蔵タンクの水位減少が確認された。復水貯蔵タンクの水位確保及び、

Ｓ／Ｃの水位上昇の抑制を目的として、現場にて弁を手動操作することでＲＣＩＣの

水源を復水貯蔵タンクからＳ／Ｃに切り替えた。 

  

 ＜代替注水手段の電源復旧＞ 

発電所対策本部復旧班では、２号機の電源盤の水没状況や外観損傷の状態を確認し、

絶縁抵抗測定等を実施したところ、パワーセンターの一部（Ｐ／Ｃ－２Ｃ，Ｐ／Ｃ－

２Ｄ）が使用可能であることを確認した。 

高圧注水の可能な制御棒駆動水圧系（以下、「ＣＲＤ」という。）ポンプ、ＳＬＣ

ポンプについて、パワーセンターに電源車をつなぎ、電源復旧がなされた後に、ＡＭ

手順書に従って、それらの設備を使用して原子炉へ注水するための検討を進めていた。 

 

ＣＲＤポンプ及びＳＬＣポンプを復旧するため、電源車によるパワーセンターの電

源復旧作業を進めた。 

３月１２日１５時３０分頃、使用可能な２号機パワーセンターの一次側へ仮設ケー

ブルをつなぎ込み、高圧電源車への接続が完了したが、同日１５時３６分、１号機で

水素ガスによると思われる爆発が発生し、爆発による飛散物により敷設したケーブル

が損傷するとともに、高圧電源車が自動停止した。 

現場から免震重要棟への退避、安否確認が実施され、現場の状況及び安全確認がな
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されるまで復旧及び準備作業が中断した。 

 

３月１３日、２号機パワーセンターに接続中の高圧電源車の再起動を試みたが、保

護装置（過電流リレー）が動作したため、起動できず送電できなかった。 

 

 ＜海水注入の準備開始＞ 

３月１３日１２時０５分、発電所長（発電所緊急時対策本部長）はＲＣＩＣの停止

に備え、原子炉への海水注入の準備を開始するよう指示を出した。３号機逆洗弁ピッ

トを水源とした注水ライン系統構成を進め、消防車を配置してホースの敷設を実施し

た。 

 

 ＜３号機爆発後の海水注入の再ライン構成＞ 

３月１４日１１時０１分、３号機の水素ガスによると思われる爆発により、爆発後、

中操運転員を除く作業員は、すべての作業を中断して免震重要棟へ退避した。作業員

の安否確認や現場の状況確認のため、しばらく復旧作業に着手できなくなった。 

準備が完了していた海水注入ラインについては、消防車及びホースが破損して使用

不可能となった。 

同日１３時０５分から現場の状況確認をするとともに瓦礫の散乱状況から、水源は

３号機逆洗弁ピットからではなく、物揚場から直接海水を採水し原子炉へ注入するこ

とに変更した。 

現場は、散乱する瓦礫の影響による高い放射線量のなか、使用可能な消防車及びホ

ースを用いて注水ラインの系統構成準備を進めた。 

  

 ＜原災法第１５条該当事象の判断（原子炉冷却機能喪失）＞ 

３月１１日２２時以降、３月１４日１２時頃まで、原子炉水位は、燃料域でＴＡＦ

＋３０００ｍｍ以上で安定的に推移していたが、３月１４日１３時１８分、原子炉水

位が低下傾向にあることから、原子炉への海水注入などの準備作業を進めることとし

た。 

原子炉の水位が低下していたため、ＲＣＩＣの機能が喪失した可能性があることか

ら、３月１４日１３時２５分に原災法第１５条該当事象（原子炉冷却機能喪失）と判

断した。 

原子炉への海水注入の準備作業を進め、同日１４時４３分に消防車のＦＰへの接続

が完了した。 

同日１５時２８分、２号機ＴＡＦ到達時間を同日１６時３０分と評価した。 

 

 ＜消防車による注水のための原子炉の減圧＞ 

発電所対策本部は、消防車による注水のためには、ＳＲＶ手動開操作による原子炉

圧力の減圧が必要であったが、Ｓ／Ｃの温度・圧力が高く（３月１４日１２時３０分

Ｓ／Ｃ温度１４９.３℃、Ｓ／Ｃ圧力４８６ｋＰａ[abs]）、ＳＲＶを手動開としても、

Ｓ／Ｃで蒸気が凝縮せず減圧しにくい可能性があったことから、海水注入とＰＣＶベ

ントの準備をしてからＳＲＶを手動で開けて原子炉を減圧し、海水注入を行うことと

していた。 

しかしながら、３月１４日１６時００分頃、ＰＣＶベント弁の手動開操作実施まで

時間がかかる見通しとなったことから、発電所長（発電所緊急時対策本部長）は、Ｓ
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ＲＶによる原子炉の減圧を優先することとし、ＰＣＶベントの実施についても並行し

て実施するよう指示した。 

同日１６時３０分頃、消防車を起動し、原子炉減圧時に海水の注水が開始できるよ

う準備を行った。 

同日１６時３４分、原子炉の減圧操作を開始するとともに、ＦＰラインから海水の

注入を開始することとした。 

同日１７時１７分、原子炉水位がＴＡＦに到達した。 

直流電源がない中、ＳＲＶを開けるためにはバッテリーが必要であることから、自

動車からバッテリーを集めて中操に運び、バッテリーから電源ケーブルをつなぎ込み

ＳＲＶ操作用の電源を確保したが、バッテリー電圧が不足していたため、バッテリー

をさらに追加した上で複数のＳＲＶの動作を試み、対応を継続した。 

同日１８時００分頃、ＳＲＶによる原子炉減圧（原子炉圧力：同日１８時頃５．４

ＭＰａ[gage]→同日１９時０３分０．６３ＭＰａ[gage]）が開始されたが、Ｓ／Ｃ温

度、Ｓ／Ｃ圧力が高く、凝縮しにくい状況であったため、減圧されるまでに時間を要

した（原子炉圧力：３月１４日１６時３４分６．９９８ＭＰａ[gage]→同日１８時０

３分６．０７５ＭＰａ[gage]→同日１９時０３分０．６３ＭＰａ[gage]）。 

同日１８時２２分、原子炉水位がＴＡＦ－３７００ｍｍに到達し、燃料全体が露出

したものと判断した。 

 

 ＜消防車の再起動＞ 

現場の放射線量が高く、消防車の運転状態の確認等の現場での監視を続けることが

できず、交代での作業を余儀なくされていたところ、３月１４日１９時２０分、原子

炉への海水注入のために待機していた消防車が燃料切れで停止していたことを確認

した。 

同日１９時５４分、消防車（１９時５４分、１９時５７分に各１台起動）によるＦ

Ｐラインから原子炉内へ海水注入が開始された。 

同日２１時２０分、ＳＲＶ２弁を手動開し、原子炉水位が回復してきたことを確認

した。（同日２１時３０分 原子炉水位ＴＡＦ－３０００ｍｍ） 

【添付資料－８－１～６、８～１０】 

 
ｂ．閉じ込める機能 

ＲＣＩＣによる原子炉への注水を継続し、Ｄ／Ｗ圧力は約２００～３００ｋＰａ

[abs]と安定していたが、いずれＰＣＶベントが必要となることが予想されたことか

ら、３月１２日１７時３０分、発電所長（発電所緊急時対策本部長）は２号機ＰＣＶ

ベント操作の準備を開始するよう指示した。 

通常は中操からＰＣＶベント操作できるが、全交流電源喪失のため、ＰＣＶベント

操作のうち、ＭＯ弁の操作については手動で開けなければならない状況となり、また、

ＡＯ弁の操作においては、当該弁を作動させるために必要な空気圧が確保できず、駆

動用の空気ボンベを現場で復旧するか、仮設空気圧縮機を設置して空気圧を確保する

必要があった。 

なお、ＲＨＲの復旧の見通しがたたない場合については、ＳＲＶによる原子炉の減

圧に伴ってＰＣＶの内圧、温度も上昇することから、ＡＭ策として、Ｓ／Ｃ及びＤ／

Ｗから排気筒（スタック）に至るベント管を通じて、ＰＣＶの過圧を防止するＰＣＶ

ベントラインが整備されている。   
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また、当該ラインは、圧力が高い場合でもＰＣＶベントができるよう、ＳＧＴＳを

バイパスして設置されており、また、誤動作を防ぐ観点から、あらかじめ定められた

圧力で作動するラプチャーディスクを備えている。 

以下、ＰＣＶベントに向けた対応状況等を示す。 

 

＜ＰＣＶベント実施に向けた事前準備＞ 

津波の影響により、Ｓ／Ｃ冷却をしていたＲＨＲが停止した。また、計器用の電源

が喪失したことから、Ｄ／Ｗ圧力が不明な状態となった。 

 

 ３月１１日２０時５０分、福島県より福島第一原子力発電所から半径２ｋｍの住民

に避難指示を出された。 

同日２１時２３分、内閣総理大臣より福島第一原子力発電所から半径３ｋｍ圏内の

避難、半径３ｋｍ～１０ｋｍ圏内の屋内退避指示が出された。 

同日２３時２５分頃、Ｄ／Ｗ圧力計が０．１４１ＭＰａ[abs]と判明した。 

 ３月１２日０時３０分、国による避難住民の避難措置完了が確認された。（双葉町

及び大熊町の３ｋｍ以内避難措置完了を確認し、同日１時４５分再度確認を実施し

た。） 

 

 ３月１２日１時３０分頃、１号機及び２号機のＰＣＶベントの実施について、内閣 

総理大臣、経済産業大臣及び原子力安全・保安院に申し入れ、了解を得た。本店対策

本部より「あらゆる方策で（ＰＣＶベントに必要となる）ＭＯ弁、ＡＯ弁を動かし、

ＰＣＶベントして欲しい。（同日）３時に経済産業大臣と当社がベントの実施を発表

する。発表後にベントすること」との情報が提供された。 

同日２時５５分、Ｒ／Ｂ現場にてＲＣＩＣ吐出圧力を確認したことから、ＲＣＩＣ

が作動していると判断し、１号機のＰＣＶベント操作を優先して対応を進めることと

なり、２号機はパラメータの監視を継続することとした。 

同日３時０６分、ＰＣＶベント実施に関するプレス会見を実施し、同日３時３３分

ＰＣＶベントを実施した場合の発電所周辺への被ばく評価結果を官庁等に連絡した。 

同日４時３０分頃、余震による津波の可能性から、発電所対策本部より中操へ現場

操作の禁止を指示した。 

同日４時４５分頃、発電所対策本部より１００ｍＳｖにセットしたＡＰＤと全面マ

スクが中操に届けられた。 

同日４時５０分頃、免震重要棟に戻った作業員に汚染が見られたため、現場に行く

際には免震重要棟玄関前から、「全面マスク＋チャコールフィルタ＋Ｂ装備、Ｃ装備

またはカバーオール」装備となった。 

同日４時５５分、発電所構内における放射線量が上昇（正門付近同日４時００分０．

０６９μＳｖ／ｈ→同日４時２３分０．５９μＳｖ／ｈ）したことを確認した。 

同日５時００分頃、中操でも同様の装備「全面マスク＋チャコールフィルタ＋Ｂ装

備」とするよう指示を出した。 

同日５時４４分、内閣総理大臣より福島第一原子力発電所から半径１０ｋｍ圏内の

住民に避難指示が出された。 

同日６時５０分、経済産業大臣より法令に基づくＰＣＶベント（手動）の実施命令

が出された。 



 

 ３２  

同日１５時３６分、１号機で水素ガスによると思われる爆発が発生した。 

ＭＰで５００μＳｖ／ｈを超える放射線量（１,０１５μＳｖ／ｈ）を計測したこ

とから、同日１６時２７分、原災法第１５条該当事象（敷地境界放射線量異常上昇）

と判断した。 

ＲＣＩＣによる原子炉への注水を継続し、Ｄ／Ｗ圧力は約２００～３００ｋＰａ

[abs]と安定していたが、いずれＰＣＶベントが必要となることが予想されたことか

ら、同日１７時３０分、発電所長（発電所緊急時対策本部長）は２号機ＰＣＶベント

操作の準備を開始するよう指示した。また、３号機とあわせてＰＣＶベントに向け、

系統構成準備を開始した。 

なお、現場の放射線量も低かったことから、ラプチャーディスクを除く、ＰＣＶベ

ントに必要な弁を開けておくこととなった。（ラプチャーディスクの破裂待ちの状態） 

  

１号機ＰＣＶベント実施にむけて具体的な準備が開始された際、２号機についても

ＡＭ操作手順書や弁の図面、配管計装線図等で操作内容や手順の具体的確認を開始し、

ＰＣＶベントに必要な弁を手動で開けることができるかどうか、治具を取り付けて強

制開にできるかどうかなどについて検討を実施した。それらの検討結果及び、配管計

装線図、ＡＭ手順書、１号機のＰＣＶベント手順書等をもとに、２号機ＰＣＶベント

に必要な弁の操作方法（ＰＣＶベントラインのＭＯ弁は手動で開操作可能、Ｓ／Ｃか

らのベントラインにあるＡＯ弁は手動での開操作不可）を確認し、ＰＣＶベント手順

を作成した。また、バルブチェックシートを用いて、ＰＣＶベントラインにある弁の

現場の位置を確認し準備を進めた。 

 

同日１８時２５分、内閣総理大臣より福島第一原子力発電所から半径２０ｋｍ圏内

の住民に対し避難指示が出された。 

  

 ＜ＰＣＶベント弁（ＭＯ弁）開操作＞ 

ＰＣＶベントラインのＭＯ弁を手動で開操作するため、運転員はセルフエアセット

など必要な装備を着用し、現場（Ｒ／Ｂ）に出発した。 

運転員は電源喪失により照明が消灯したＲ／Ｂ内（暗闇のなか）に、懐中電灯を携

帯して入り、３月１３日８時１０分、手順書通りＰＣＶベントラインのＭＯ弁を手動

で２５％開とした。 

  

＜Ｓ／Ｃベント弁（ＡＯ弁）大弁開操作＞ 

３月１３日１０時１５分、発電所長（発電所緊急時対策本部長）は、２号機ＰＣＶ

ベント操作を実施するよう指示した。同日１１時００分、Ｓ／Ｃからのベントライン

にあるＡＯ弁（大弁）を開にするため、中操仮設照明用小型発電機からの電源を用い

て電磁弁を強制的に励磁させ開操作を実施し、ラプチャーディスクを除くＰＣＶベン

トライン系統構成が完了（ラプチャーディスクの破裂待ちの状態）した。 

  この時、Ｄ／Ｗ圧力はラプチャーディスク作動圧（４２７ｋＰａ[gage]）よりも低

く、ＰＣＶベントされない状態であることから、ＰＣＶベントを系統構成する弁の開

状態を保持し、Ｄ／Ｗ圧力の監視を継続した。 

 

同日１５時１８分、ＰＣＶベントを実施した場合の発電所周辺への被ばく評価結果
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を官庁等へ連絡した。 

 

＜３号機爆発の影響＞ 

 ３月１４日１１時０１分、３号機において水素ガスによると思われる爆発が発生し、

中操運転員を除く作業員は、すべての作業を中断して免震重要棟へ退避となった。 

作業員の安否確認や現場の状況、安全確認のため、しばらく復旧に着手できなくな

った。 

 Ｄ／Ｗ圧力は、約４５０ｋＰａ[abs]とＰＣＶベント実施圧力を下回った状態で安

定的に推移した。 

Ｓ／ＣからのベントラインにあるＡＯ弁（大弁）については、３号機爆発の影響に

より電磁弁励磁用回路が外れ閉となったため、３号機爆発後の退避指示解除の後、３

月１４日１６時頃から開操作を実施したが、同日１６時２０分頃、仮設空気圧縮機か

らの空気が十分でなく、開操作ができなかった。 

 

 ＜Ｓ／Ｃベント弁（ＡＯ弁）小弁開操作＞ 

Ｄ／Ｗ圧力に低下が見られないことから、３月１４日１８時３５分頃、Ｓ／Ｃから

のベントラインにあるＡＯ弁（大弁）だけでなく、Ｓ／Ｃからのベントラインにある

ＡＯ弁（小弁）を対象としたＰＣＶベントラインの復旧作業を継続した。（Ｓ／Ｃベ

ント弁（ＡＯ弁）大弁は、仮設空気圧縮機からの空気が十分でなく、開操作ができな

いものと思われたが、電磁弁の不具合により開不能になったと推定した。） 

 同日２１時頃、Ｓ／ＣからのベントラインにあるＡＯ弁（小弁）を開動作させ、ラ

プチャーディスクを除くＰＣＶベントラインの系統構成が完了（ラプチャーディスク

の破裂待ちの状態）した。 

 

 ＜原災法第１５条該当事象の判断（格納容器圧力異常上昇）＞ 

３月１４日２２時５０分、Ｄ／Ｗ圧力が最高使用圧力４２７ｋＰａ[gage]を超えた

ことから、原災法第１５条該当事象（格納容器圧力異常上昇）が発生したと判断した。 

  

＜Ｄ／Ｗベント弁（ＡＯ弁）小弁開操作＞ 

Ｄ／Ｗ圧力は上昇傾向にある一方、Ｓ／Ｃ圧力は約３００～４００ｋＰａ[abs]で

安定し、圧力が均一化されない状況が発生した。 

Ｓ／Ｃ側の圧力がラプチャーディスク作動圧よりも低く、Ｄ／Ｗ側の圧力が上昇し

ていることから、３月１４日２３時３５分頃、Ｄ／ＷからのベントラインにあるＡＯ

弁（小弁）を開けることによりＰＣＶベントを実施する方針を決定した。 

  

 ３月１５日０時０２分頃、Ｄ／ＷからのベントラインにあるＡＯ弁（小弁）の開操

作を実施し、ラプチャーディスクを除くＰＣＶベントラインの系統構成が完了したと

思われたが、数分後にＤ／ＷからのベントラインにあるＡＯ弁（小弁）が閉状態であ

ることを確認した。（Ｄ／Ｗ圧力は約７５０ｋＰａ[abs]から低下せず、その後Ｄ／

Ｗ圧力は高め安定で推移した。） 

 同日３時００分、Ｄ／Ｗ圧力が設計上の最高使用圧力（約５２８ｋＰａ[abs]（４

２７ｋＰａ[gage]））を超えたことから、Ｄ／Ｗの減圧操作及び原子炉内への注水操
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作を試みたが、原子炉が減圧しきれていない状況であることを確認した。 

  

同日６時００分～１０分頃、大きな衝撃音が発生した。ほぼ同時期にＳ／Ｃ圧力が

０ＭＰａ[abs]を示していた。 

同日７時頃、免震重要棟の要員は、監視、応急復旧作業に必要な要員を除き、一時

的に福島第二原子力発電所へ退避した。 

 その後、Ｄ／Ｗ圧力等のパラメータは、数時間ごとに運転員が中操に行きデータを

採取し、同日１１時２５分頃、Ｄ／Ｗ圧力の低下を確認した。 

（同日７時２０分７３０ｋＰａ[abs]→同日１１時２５分１５５ｋＰａ[abs]） 

【添付資料－８－１、１１、１２】 
 

８．２ 後日の調査によって確認された事項 

８．２．１ 炉心の状態について（ＭＡＡＰ解析結果） 

「東北地方太平洋沖地震発生当時の福島第一原子力発電所運転記録及び事故記録の

分析と影響評価について（平成２３年５月２３日ＮＩＳＡ報告）」の中で、地震発生初

期の設備状態や運転操作等に関する情報より、ＭＡＡＰを用いてプラントの状態を評価

している。 

原子炉水位維持が可能な注水量を少なめに仮定したケースにおける解析では、２号機

の炉心は一部溶融プールが存在しているものの燃料域にとどまり、ＲＰＶ破損には至ら

ないとの解析結果となった。 
また、燃料域以下程度を維持する注水量を仮定したケースにおける解析では、一部の

燃料についてはＲＰＶ内にとどまる結果となったものの、ＲＰＶは破損するとの解析結

果となった。一方、ＲＰＶ温度等のプラントパラメータによれば、熱源（燃料）の大部

分はＲＰＶ内にあることを示唆する挙動であることから、炉心は大幅に損傷したものの、

所定の装荷位置から下（下部プレナム）に移動・落下し、大部分はその位置付近で安定

的に冷却できていると考える。 
なお、ＭＡＡＰ解析結果のＮＩＳＡ報告以降、平成２３年６月２３日に実施した原子

炉水位計の校正作業において、原子炉水位低下後の実機計測値は有効燃料棒底部以上の

水位を示しているが、燃料域内に水位がないものと推定している。 

【添付資料－８－１３】 
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９．福島第一原子力発電所３号機の事故状況及び事故進展の状況調査 

９．１ プラントの状況 
９．１．１ 地震発生前のプラント状況 

３号機は平成２２年１０月２６日（平成２２年９月２３日発電機最終並列）より第２

５サイクル運転中であり、地震発生時は定格熱出力にて、一定運転中であった。なお、

運転の継続に影響を及ぼす可能性のある不具合は発生していなかった。 

 
９．１．２ 地震発生後のプラント及び対応状況 
（１）【３月１１日１４時４６分（地震発生）～３月１１日１５時３８分（全交流電

源喪失）】 

ａ．止める機能 
定格熱出力一定運転中のところ、平成２３年３月１１日１４時４６分に発生した東

北地方太平洋沖地震により、同日１４時４７分「地震加速度大トリップ」（動作設定

値：Ｒ／Ｂ地下床水平：１３５ガル、鉛直：１００ガル）が発生し、直ちに全制御棒

が全挿入となり原子炉は設計通り自動停止するとともに、同日１４時５４分に原子炉

が未臨界状態となったことを確認した。 

【添付資料－９－１、２】 

 
ｂ．冷やす機能 
地震の影響で、新福島変電所の設備被害などによって外部電源が全喪失したことに

より、３月１１日１４時４８分頃、非常用母線の電源が喪失した。 

非常用母線の電源が喪失したことに伴い、ＲＰＳ電源が停止し、ＭＳＩＶが自動閉

した。このため、原子炉圧力が上昇を開始したが、ＳＲＶの自動開閉により圧力が制

御された。 

同日１４時４８分に、Ｄ／Ｇ２台（Ｄ／Ｇ ３Ａ、３Ｂ）が自動起動し、非常用母

線（Ｍ/Ｃ－３Ｃ、Ｍ/Ｃ－３Ｄ）の電源が回復した。 

外部電源喪失による原子炉隔離時（ＭＳＩＶ閉時）の対応手順書（事故時操作手順

書）に従い、同日１５時０５分、ＲＣＩＣを手動起動することで原子炉水位は上昇し、

同日１５時２５分に原子炉水位「高」信号により自動停止した。 

なお、ＨＰＣＩについては、地震以降から全交流電源喪失に至るまで、原子炉水位

がＨＰＣＩの自動起動レベル（Ｌ－２：ＴＡＦ＋２９５０ｍｍ）まで低下していない

ことから、手動起動を含めて作動していない。 

【添付資料－９－１～６、８、９】 

 

ｃ．閉じ込める機能 
３月１１日１４時４８分非常用母線の電源が喪失したことに伴い、ＲＰＳ電源が停

止し、ＭＳＩＶが自動閉した。 

通常換気空調は、常用電源喪失により停止したが、原子炉水位低（Ｌ－３：ＴＡＦ

＋４４４３ｍｍ）またはＲＰＳ電源が停止したことによるＰＣＩＳ隔離信号により、

ＳＧＴＳは自動起動したことから、Ｒ／Ｂの負圧は維持された。なお、排気筒放射線

モニタの値に異常な変化はなく、外部への放射能の影響はなかった。 

【添付資料－９－１～３、７】 
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（２）【３月１１日１５時３８分（全交流電源喪失）～３月１５日（海水注水）】 

ａ．冷やす機能 

３月１３日２時４２分のＨＰＣＩ停止に伴い、Ｄ／Ｄ－ＦＰによる注水を試みたが

原子炉圧力の上昇により出来ず、その後、ＨＰＣＩはバッテリーの枯渇により再起動

できず、またＲＣＩＣも起動できなかった。 

ＲＣＩＣによる原子炉注水ができなかったことから、同日５時１０分、原災法第１

５条該当事象（原子炉冷却機能喪失）と判断した。 

なお、原子炉冷却機能喪失に至った場合の代替注水については、ＡＭ策として、復

水貯蔵タンクを水源としＭＵＷＣから原子炉へ注入するライン、及びろ過水タンクを

水源としＦＰからＭＵＷＣを経由して原子炉へ注水するラインを整備している。 
消防車等の重機を使用した原子炉への代替注水はＡＭ策としては考慮されていな

かったが、今回の事故では臨機の応用動作として、消防車による原子炉への注水を試

みた。 
以下、代替注水に向けた対応状況等を示す。 

 

＜原災法第１０条該当事象の判断（全交流電源喪失）＞ 

津波の影響を受け、冷却用海水ポンプまたは電源盤、非常用母線の被水等により３

月１１日１５時３８分にＤ／Ｇ ３Ａ、３Ｂが停止したことから、同日１５時４２分

原災法第１０条該当事象（全交流電源喪失）の発生と判断した。全交流電源喪失によ

り、ＲＨＲ、ＣＳは動作不能となった。 

一方、直流電源設備については被水を免れた。 

 

＜原災法第１５条該当事象の判断（原子炉冷却機能喪失）＞ 

直流電源で操作可能な設備であるＲＣＩＣ及びＨＰＣＩについては、使用可能な状

態にあった。 

３月１１日１６時０３分には、原子炉水位維持のためにＲＣＩＣを手動起動し、原

子炉水位は維持されていた。その後３月１２日１１時３６分にＲＣＩＣが自動停止し

た。 

ＲＣＩＣ停止後、原子炉水位は低下し、３月１２日１２時３５分に原子炉水位低（Ｌ

－２：ＴＡＦ＋２９５０ｍｍ）によりＨＰＣＩが自動起動した。これにより原子炉水

位は回復したものの、ＨＰＣＩは３月１３日２時４２分に停止した。 

ＨＰＣＩ停止に伴い、原子炉の水位維持及び冷却継続のため、ＡＭ策である代替注

水手段としてＤ／Ｄ－ＦＰによる注水を試みたが、一時低下していた原子炉圧力が約

４．１ＭＰａ[gage]まで再び上昇しており注水できなかった。 

その後、タービン駆動であるＲＣＩＣ及びＨＰＣＩを再起動して原子炉への注水を

試みたが、ＨＰＣＩは電源となるバッテリーの枯渇により起動できず、またＲＣＩＣ

も起動できなかった。 

ＲＣＩＣによる原子炉注水ができなかったことから、同日５時１０分、原災法第１

５条該当事象（原子炉冷却機能喪失）と判断した。 

 

＜消防車による注水の実施＞ 

発電所対策本部は、３月１１日１７時１２分の発電所長（発電所緊急時対策本部長）

の指示以降、原子炉への注水を確保するため、ＡＭ策として設置された代替注水手段

（ＦＰ、ＭＵＷＣ、ＲＨＲ）及び消防車を使用した原子炉への代替注水について検討
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していたが、消防車は発電所に配備していた３台のうち、１台は１号機の海水注入に

使用しており応援要請するも到着せず、１台は津波の影響により使用不能、５、６号

機側の消防車１台については津波発生以降、道路の損傷や津波による瓦礫の影響で５、

６号機側との通路が分断されていたことから移動が困難な状況であった。 

その後、土嚢の設置による段差の整地及び瓦礫撤去などの構内道路の復旧を順次進

め、５、６号機側との往来が可能となった段階で５、６号機側の消防車を１～４号機

側に移動した。 

さらに、福島第二原子力発電所で緊急時のバックアップとして待機していた消防車

１台も福島第一原子力発電所に移動した。 

これにより、消防車ポンプを駆動源とし、防火水槽を水源としたＦＰからＲＨＲを

使用して原子炉へ注水する代替注水系統構成作業を実施した。 

消防車ポンプを使用したＦＰからの原子炉注水を実施するためには、原子炉圧力を

消防車ポンプの吐出圧力以下に減圧する必要がある。このため、ＳＲＶ手動開による

原子炉圧力低下を試みたが、１、２号機の計器復旧等のために所内のバッテリーを集

めた後だったこともあり、ＳＲＶ手動開に必要な電源が確保できずＳＲＶを操作でき

ない状態であった。発電所対策本部の社員の個人自動車のバッテリーを取り外して集

め、中操に運んでＳＲＶ駆動電源としてつなぎ込みを行い、３月１３日９時０８分に

ＳＲＶを手動で開き、原子炉の急速減圧を実施した。 

この減圧作業により、原子炉圧力が消防車ポンプの吐出圧力を下回ったことから原

子炉への注水が可能となった。同日９時２５分、防火水槽（淡水）にホウ酸を溶解し、

原子炉への注水を開始した。 

 

＜高圧注水系統の復旧＞ 

高圧注水の可能なＳＬＣについては、パワーセンターに電源車をつなぎ、電源復旧

がされた後にＳＬＣを使用して原子炉へ注水することで復旧を進めたが、度々の余震

による作業中断・避難や劣悪な作業環境（暗所、障害物散乱、道路マンホール蓋欠落）

等により作業が難航し、復旧には至らなかった。 

  

＜海水注入への切替＞ 

３月１３日１０時３０分、発電所長（発電所緊急時対策本部長）は海水注入を視野

に入れて対応するようにとの指示を出した。 

同日１２時２０分、防火水槽の淡水が枯渇したため、逆洗弁ピットの海水を注入す

るよう注水源の系統変更を開始した。 

なお、系統変更については、短時間で切り替えるよう予め準備を進めていたが、作

業中に余震が発生したことで避難指示が出され、作業中断を余儀なくされた。 

作業再開後まもなく海水注入系統構成が完了し、同日１３時１２分に海水注入を開

始した。あわせて、淡水の追加手配も実施した。 

 

＜逆洗弁ピットへの海水の補給＞ 

  水源である逆洗弁ピットの海水補給のため、必要となる消防車については関係各所

に応援要請を継続していたものの、発電所構内の放射線量・汚染の問題や発電所まで

の道路状態が悪いことなどの理由により、発電所に直接向かうことができず、オフサ

イトセンターもしくはＪビレッジ等で消防車を発電所所員に受け渡してから発電所

に向かう必要があり、消防車の到着までには時間を要した。 
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また、逆洗弁ピット以外の他の水源として、４号機Ｔ／Ｂ地下に溜まった海水を利

用するために、４号機Ｔ／Ｂ大物搬入口のシャッターを破壊して消防車を入れ取水を

試みたが、取水できず、４号放水口や技能訓練センターのプールなどから取水できな

いかについても検討を行ったが実現には至らなかった。 

逆洗弁ピット内の海水が残り少なくなったことから、ＦＰに接続していた消防車ポ

ンプを３月１４日１時１０分に一旦停止し、消防車を逆洗弁ピットに寄せてホースの

吸い込み位置を深くすることで取水位置を調整し、同日３時２０分頃、海水注入を再

開した。 

なお、同日明け方に消防車の応援が到着したため、海から直接海水を取水して逆洗

弁ピットへ送水するよう、消防車２台を物揚場付近に配置し、海水の取水系統を構成

した。 

当該海水取水ラインを使用し、同日９時２０分、物揚場から逆洗弁ピットへの海水

の補給を開始した。 

また、淡水源として要請していた自衛隊の給水車（５ｔ×７）が到着し、逆洗弁ピ

ットへの補給に使用することとして、同日１０時５３分、逆洗弁ピットに配置し、補

給作業を開始した。 

 

＜Ｒ／Ｂ爆発と被害の状況＞ 

  ３月１４日１１時０１分、Ｒ／Ｂで水素ガスによると思われる爆発が発生した。 

この爆発により消防車やホースが損傷し、原子炉内への海水注入が停止した。 

また、逆洗弁ピットは瓦礫により使用できない状態となり、給水車による補給も停

止した。 

爆発後、中操運転員を除く作業員は、すべての作業を中断して免震重要棟へ退避し

た。作業員の安否確認や現場の状況、安全確認のため、しばらく復旧に着手できなく

なった。 

 

＜原子炉への注水の再開＞ 

爆発後、逆洗弁ピットが使用できなくなったため、海から直接海水を取水して原子

炉に注水するよう、消防車を物揚場付近に移動し、ホースを引き直した。 

さらに、消防車２台を直列につなぎ、２、３号機の両方に送水する系統を構築し、

３月１４日１６時３０分頃に消防車ポンプによる海水注入を再開した。 

【添付資料－９－１～６、８～１０】 
 
ｂ．閉じ込める機能 
３月１２日１７時３０分、発電所長（発電所緊急時対策本部長）よりＰＣＶベント

の準備を開始するよう指示があり、中操では、監視計器類の復旧が行われる中、同日

２１時過ぎからＰＣＶベント操作手順及びＰＣＶベントに必要な弁の設置場所を確

認した。 

 通常は中操からＰＣＶベント操作できるが、全交流電源喪失のため、ＰＣＶベント

操作のうち、ＭＯ弁の操作については手動で開けなければならない状況となり、また、

ＡＯ弁の操作においては、当該弁を作動させるために必要な空気圧が確保できず、駆

動用の空気ボンベを現場で復旧するか、仮設空気圧縮機を設置して空気圧を確保する

必要があった。 
なお、ＲＨＲの復旧の見通しがたたない場合については、ＳＲＶによる原子炉の減
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圧に伴ってＰＣＶの内圧、温度も上昇することから、ＡＭ策として、Ｓ／Ｃ及びＤ／

Ｗから排気筒（スタック）に至るベント管を通じて、ＰＣＶの過圧を防止するＰＣＶ

ベントラインが整備されている。 
また、当該ラインは、圧力が高い場合でもＰＣＶベントができるよう、ＳＧＴＳを

バイパスして設置されており、また、誤動作を防ぐ観点から、あらかじめ定められた

圧力で作動するラプチャーディスクを備えている。 
以下、ＰＣＶベントに向けた対応状況等を示す。 

 
 ＜ＰＣＶベント実施に向けた事前準備＞ 

３月１２日１７時３０分、発電所長（発電所緊急時対策本部長）よりＰＣＶベント

の準備を開始するよう指示があり、中操では、監視計器類の復旧が行われる中、同日

２１時過ぎからＰＣＶベント操作手順及びＰＣＶベントに必要な弁の設置場所を確

認した。 

また、発電所緊対本部発電班及び復旧班は、１号機のＰＣＶベント操作手順書が完

成した後、１号機ＰＣＶベント操作手順書や３号機ＡＭ操作手順書の内容を確認し、

３号機ＰＣＶベント手順の検討を行い、作成した手順を中操に連絡した。 

３月１３日４時５０分頃、Ｓ／ＣからのベントラインにあるＡＯ弁（大弁）を開け

るために、中操仮設照明用小型発電機からの電源を用いて、当該弁の電磁弁を強制的

に励磁させた。 

 

 ＜ＰＣＶベントのラインナップ完成作業実施＞ 

３月１３日５時１５分、発電所長（発電所緊急時対策本部長）はラプチャーディス

クを除く、ＰＣＶベントの系統構成を完成させるよう指示した。 

電磁弁を強制的に励磁させた後、運転員がトーラス室（Ｓ／Ｃが設置されている部

屋）に行き、当該弁の開度を確認したところ全閉であった。 

なお、この頃、ＳＲＶからＳ／Ｃへの高温蒸気の吹き出し等によりトーラス室下部

にあるＳ／Ｃ内温度上昇の影響で、トーラス室内は高温となっており、また、照明が

なく真っ暗であったことから、作業環境は非常に厳しい状態であった。 

  Ｓ／ＣからのベントラインにあるＡＯ弁（大弁）の電磁弁が励磁されているものの

当該弁が開とならないのは、当該弁を駆動させる空気ボンベからの圧力が足りないた

めであり、ボンベ交換を行った。同日５時２３分頃、ボンベを交換した結果、当該弁

が開となった。 

同日５時５０分ＰＣＶベント実施に関するプレス発表を実施し、同日７時３５分、

ＰＣＶベントを実施した場合の発電所周辺への被ばく評価結果を官庁等に連絡した。 

同日７時３９分、格納容器スプレイを開始した。 

同日８時３５分頃、ＰＣＶベントラインにあるＭＯ弁を手順書通り、現場で手動に

て１５％開状態とした。 

 

 ＜ベントラインの維持＞ 

３月１３日８時４１分にラプチャーディスクを除くＰＣＶベントライン構成を完

了し、Ｄ／Ｗ圧力がラプチャーディスク作動圧（４２７ｋＰａ[gage]）よりも低く、

ＰＣＶベントされない状態（ラプチャー破裂待ち）で、ＰＣＶベントを系統構成する

弁の開状態を保持し、Ｄ／Ｗ圧力の監視を継続した。 

同日９時２４分、Ｄ／Ｗ圧力の低下(同日９時１０分：０．６３７ＭＰａ[abs]→同
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日９時２４分：０．５４０ＭＰａ[abs])が確認されたことから、９時２０分頃ＰＣＶ

ベントが実施されたと判断した。 

    同日９時２８分頃、Ｓ／ＣからのベントラインにあるＡＯ弁（大弁）に設置したボ

ンベの圧力が下がってきたことから、現場に向かったところ、ボンベ接続部から漏え

いが確認されたため、ボンベ接続部の増し締めを行った。 

同日１１時１７分、ボンベの圧力低下によりＳ／ＣからのベントラインにあるＡＯ

弁（大弁）が閉となった。 

ボンベを交換して当該弁の開操作を再度実施し、同日１２時３０分当該弁が開にな

っていることを確認した。 

当該弁を開状態で保持する必要があるため、当該弁が設置されているトーラス室に

行ったが、室内が熱く、作業が困難な状態であったことから、開で保持するための措

置は実施出来なかった。 

  発電所対策本部復旧班では、Ｓ／ＣからのベントラインにあるＡＯ弁（大弁）を動

作させるためのもうひとつの駆動源であるＩＡが停止していたことから、同日１７時

５２分頃、Ｔ／Ｂ大物搬入口に仮設コンプレッサーを設置し、ＩＡ系に接続した。 

なお、当初仮設コンプレッサーを設置しようとした場所は放射線量が高かったため

放射線量が低いＴ／Ｂ大物搬入口に移動させた。 

同日２０時１０分頃にＤ／Ｗ圧力低下したことから、Ｓ／Ｃからのベントラインに

あるＡＯ弁（大弁）が開になったと判断した。 

 

 ＜現場線量上昇＞ 

  ＭＰ指示値は３月１３日１４時１５分、放射線量が９０５μＳｖ／ｈを計測したこ

とから、原災法第１５条該当事象（敷地境界放射線量異常上昇）と判断した。 

放射線量は、同日１４時３１分頃、Ｒ／Ｂ二重扉北側で３００ｍＳｖ／ｈ以上、南

側で１００ｍＳｖ／ｈであり、Ｒ／Ｂ内は白いもやが充満した状態であった。 

３号機中操では、同日１５時２８分放射線量が１２ｍＳｖ／ｈと高くなってきたこ

とから、当直長は運転員を４号機側中操に待避させた。 

 

 ＜ＰＣＶベントラインの追加＞ 

  ３月１４日２時頃よりＤ／Ｗ圧力が上昇傾向（同日２時００分：０．２６５ＭＰａ

[abs]→同日３時００分：０．３１５ＭＰａ[abs]）となったことから、Ｓ／Ｃからの

ベントラインにあるもう一つのＡＯ弁（小弁）についても、同日３時４０分、電磁弁

を強制的に励磁させ、同日５時２０分開操作を開始し、同日６時１０分に開になった

ことを確認した。 

同日９時１２分ＭＰで放射線量が５１８．７μＳｖ／ｈを計測したことから、原災

法第１５条該当事象（敷地境界放射線量異常上昇）と判断した。 

 同日１１時０１分、Ｒ／Ｂで水素ガスによると思われる爆発が発生した。 

  その後のＰＣＶベント実施については、ＡＯ弁駆動用空気圧の確保や、空気供給ラ

インの電磁弁の励磁維持の問題からＳ／ＣからのベントラインにあるＡＯ弁（大弁、

小弁）を開状態で維持することが難しく、以下のとおり複数回開操作を実施した。 

 

【大弁】 

   ３月１５日 １６時００分 閉確認 → 同日１６時０５分   開操作 

   ３月１７日 ２１時００分 閉確認 → 同日２１時３０分頃  開操作 



 

 ４１  

   ３月１８日  ５時３０分 閉確認 → 同日 ５時３０分頃  開操作 

３月１９日 １１時３０分 閉確認 → ３月２０日１１時２５分頃  開操作 

 

【小弁】 

３月１５日 １６時００分 閉確認 → ３月１６日 １時５５分 開操作 

【添付資料－９－１～２、１１、１２】 

 

９．２ 後日の調査によって確認された事項 

９．２．１ 炉心の状態について（ＭＡＡＰ解析結果） 

「東北地方太平洋沖地震発生当時の福島第一原子力発電所運転記録及び事故記録の

分析と影響評価について（平成２３年５月２３日原子力安全・保安院報告）」の中で、

地震発生初期の設備状態や運転操作等に関する情報より、ＭＡＡＰを用いてプラントの

状態を評価している。 

原子炉水位維持が可能な注水量を少なめに仮定したケースにおける解析では、３号機

の炉心は一部溶融プールが存在しているものの、燃料域にとどまり、ＲＰＶ破損には至

らないとの解析結果となった。 

また、燃料域以下程度を維持する注水量を仮定したケースにおける解析では、一部の

燃料についてはＲＰＶ内にとどまる結果となったものの、ＲＰＶは破損するとの解析結

果となった。 
一方、ＲＰＶ温度等のプラントパラメータによれば、熱源（燃料）の大部分はＲＰＶ

内にあることを示唆する挙動であることから、炉心は大幅に損傷したものの、所定の装

荷位置から下（下部プレナム）に移動・落下し、大部分はその位置付近で安定的に冷却

できていると考える。 
なお、原子炉水位計の校正作業については、現場の放射線量が高いなどの影響により

実施できていないが、作業環境が整い次第実施することとしている。 
原子力安全・保安院にＭＡＡＰ解析結果を報告した以降に、引き続き調査及び評価を

進めたところ、３号機の原子炉圧力挙動は配管破断によるものではなく、ＨＰＣＩが連

続運転していたことによって継続的に蒸気が消費されたことによるものと考える。 

【添付資料－９－１３】 
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１０．福島第一原子力発電所４号機の事故状況及び事故進展の状況調査 

１０．１ プラントの状況 
１０．１．１ 地震発生前のプラント状況 

４号機は平成２２年１１月３０日から第２４回定期検査のため停止中であり、シュ

ラウド取替工事を実施していたことから、原子炉内の全燃料をＳＦＰに取り出した状

態（炉内からの取出燃料５４８体、使用済燃料７８３体、新燃料２０４体）であった。

ＳＦＰは、満水（オーバーフロー水位付近）で、水温は約２７℃であった。また、原

子炉（ウェル）側は、プールゲートが閉で満水状態であった。 

 【添付資料－１０－１、２】 

 
１０．１．２ 地震発生後のプラント及び対応状況 
（１）【３月１１日１４時４６分（地震発生）～３月１１日１５時３８分（全交流電

源喪失）】 

ａ．冷やす機能 

地震の影響で、新福島変電所の設備被害などによって外部電源が全喪失したことに

より、３月１１日１４時４７分頃、非常用母線の電源が喪失し、Ｄ／Ｇ１台（Ｄ／Ｇ 

４Ｂ）が自動起動し、高圧配電盤の非常用母線（Ｍ／Ｃ－４Ｄ）の電源が回復した。

なお、Ｄ／Ｇ ４Ａは点検中であった。 

ＲＨＲ Ｂ系（Ａ系は点検中）は、ＦＰＣに加えてＳＦＰを非常時熱負荷モードで

冷却運転中であったが、電源喪失により自動停止した。 

【添付資料－１０－１～５】 

 

ｂ．閉じ込める機能 
４号機については、定検停止中であり、プロセス計算機、過渡現象記録装置の取替

作業中であったこと等から、記録上の確認はできないが、燃料油タンク（燃料デイタ

ンク）レベルの低下が確認されていること等から、Ｄ／Ｇは動作していたものと思わ

れ、その電源の供給によりＳＧＴＳは起動していたものと考えられる。 

なお、排気筒放射線モニタの値に異常な変化はなかった。 

【添付資料－１０－１、２】 

 
（２）【３月１１日１５時３８分（全交流電源喪失）以降】 
ａ．冷やす機能 

津波の影響を受け、電源盤の被水等によりＤ／Ｇ ４Ｂが自動停止したことから、

３月１１日１５時３８分に全交流電源喪失となり、ＲＨＲ Ｂ系は動作不能となった。 

また、中操内は非常用照明灯のみとなった。 

発電所対策本部復旧班にて、中操照明及び監視計器の復旧のため、必要な図面の用

意、バッテリーやケーブルの収集などを進め、同日２１時５８分、小型発電機設置に

より中操内に仮設照明が設置された。 

【添付資料－１０－１】 
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ｂ．閉じ込める機能 
＜原子炉建屋損傷＞ 

３月１５日６時００分～６時１０分頃、大きな音が発生した。その後、Ｒ／Ｂ５階

屋根付近に損傷を確認した。 

 

＜原災法第１５条該当事象（敷地境界放射線量異常上昇）＞ 

Ｒ／Ｂ５階屋根付近に損傷を確認し、発電所正門付近で５００μＳｖ／ｈを超える

放射線量（５８３．７μＳｖ／ｈ）を計測したことから、３月１５日６時５０分、原

災法第１５条該当事象（敷地境界放射線量異常上昇）と判断した。 

 

＜原災法第１５条該当事象（火災爆発等による放射性物質異常放出）＞ 

発電所正門付近で５００μＳｖ／ｈを超える放射線量（８０７μＳｖ／ｈ）を計測

したことから、３月１５日８時１１分、原災法第１５条該当事象（火災爆発等による

放射性物質異常放出）と判断した。 

 同日９時３８分、Ｒ／Ｂ３階北西コーナー付近より火災が発生していることを確認

した。 

同日１１時頃、Ｒ／Ｂ火災について、当社社員が確認したところ、自然に火が消え

ていることを確認した。 

 また、３月１６日５時４５分頃、Ｒ／Ｂ北西部付近から炎が上がっていることを確

認し、消防署等へ通報するとともに、官庁等へ連絡した。 

同日６時１５分頃、当社社員が確認したところ、現場で火が見えないことを確認し

た。 

【添付資料－１０－１、６】 

 
１０．２ 後日の調査によって確認された事項 
１０．２．１ Ｒ／Ｂ損傷について 

 ３月１５日にＲ／Ｂが損傷していることが確認された。損傷の原因については、水素

ガスによる爆発と思われるが、その可能性も含め現在調査中である。 

４号機は原子炉の燃料はすべて取り出されており、原子炉からの水素発生の可能性は

ない。第１３章に詳述するが、４号機のＳＦＰで燃料は露出していないと考えられるこ

とから、燃料の過熱による水－ジルコニウム反応による水素発生が起こったとは考えら

れない。また、ＳＦＰ内での水の放射線分解による水素発生はごく僅かであり原因とは

考えられない。一方、ＳＧＴＳの弁は電源断で弁が開となる構造であり、全交流電源が

喪失した状態で、３号機でＰＣＶベントが行われたことから、原因のひとつとして３号

機の水素ガスを含むＰＣＶベント流が排気筒合流部を通じて流入した可能性が考えられ

る。事実関係を確認すべく、４号機のＳＧＴＳフィルタトレインの放射線量測定を実施

（平成２３年８月２５日実施）した。調査の結果、ＳＧＴＳフィルタトレイン出口側の

放射線量が高く、入口側に行くに従い下がっていくことが確認された。これは、３号機

のＰＣＶベント流がＳＧＴＳ系配管を経由して４号機に回り込んだ可能性を示す結果と

考えられる。 

【添付資料－１０－６】 
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１１．福島第一原子力発電所５号機の事故状況及び事故進展の状況調査 

１１．１ プラントの状況 
１１．１．１ 地震発生前のプラント状況 

５号機は平成２３年１月３日から第２４回定期検査のため停止中であり、原子炉内

に燃料を装荷した状態で、ＲＰＶの耐圧漏えい試験を実施中（水圧による漏えい試験

中で、ＲＰＶ満水、原子炉圧力約７ＭＰａ[gage]、原子炉水温度約９０℃）であった。

ＳＦＰは、満水（オーバーフロー水位付近）、水温は約２４℃であった。 

【添付資料－１１－１、２】 

 
１１．１．２ 地震発生後のプラント及び対応状況 
（１）【３月１１日１４時４６分（地震発生）～３月１１日１５時４０分（全交流電

源喪失）】 

ａ．止める機能 
第２４回定期検査中であり、ＲＰＶの耐圧漏えい試験を実施中のところ、平成２３

年３月１１日１４時４６分に発生した東北地方太平洋沖地震により、同日１４時４６

分「地震加速度大トリップ」（動作設定値：Ｒ／Ｂ地下床水平：１３５ガル、鉛直：

１００ガル）が発生した。地震直前まで制御棒機能検査も実施中であり、制御棒動作

試験を実施していたが、地震発生時は全制御棒全挿入位置にあり、地震による停止状

態の異常は認められなかった。 

【添付資料－１１－１、２】 

 
ｂ．冷やす機能 
地震の影響で、新福島変電所の設備被害、夜の森線の鉄塔倒壊などによって外部電

源が全喪失したことにより、３月１１日１４時４７分頃、非常用母線の電源が喪失し、

Ｄ／Ｇ２台（Ｄ／Ｇ ５Ａ、５Ｂ）が自動起動し、非常用母線（Ｍ／Ｃ－５Ｃ、Ｍ／

Ｃ－５Ｄ）の電源が回復した。 

ＲＰＶの耐圧漏えい試験を実施中のため、ＣＲＤポンプにて原子炉を加圧（約７Ｍ

Ｐａ[gage]）していたが、電源喪失により、ＣＲＤポンプが自動停止したため、原子

炉圧力が一時的に低下した。 

ＳＦＰについては、外部電源が喪失したため運転中のＦＰＣは自動停止した。非常

用母線（Ｍ／Ｃ－５Ｃ、Ｍ／Ｃ－５Ｄ）の電源が回復後、ＳＦＰ水位は満水（オーバ

ーフロー水位付近）であり、水温約２４℃であったため、早期にＳＦＰの冷却に支障

をきたす状況でないことから、ＲＨＲは待機状態とした。 

【添付資料－１１－１～５】 

 

ｃ．閉じ込める機能 
３月１１日１４時４７分頃、通常換気空調系は、常用電源喪失により自動停止した。

ＲＰＳの電源が停電したことによるＰＣＩＳ隔離信号により、ＳＧＴＳが自動起動し

たことから、Ｒ／Ｂの負圧は維持された。なお、排気筒放射線モニタの値に異常な変

化はなく、外部への放射能の影響はなかった。 

【添付資料－１１－１、２】 
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（２）【３月１１日１５時４０分（全交流電源喪失）～３月２０日（原子炉冷温停止）】 
ａ．冷やす機能 

津波の影響を受け、Ｄ／Ｇ ５Ａ、５Ｂ海水ポンプまたは電源盤の被水等によりＤ

／Ｇ ５Ａ、５Ｂが自動停止したことから、３月１１日１５時４０分に全交流電源喪

失となり、ＲＨＲ、ＣＳは動作不能となった。５号機側の中操内は非常用照明灯のみ

となり、その後消灯した。なお、監視計器の一部は、全交流電源喪失後も直流電源で

動作しており、指示値の確認をすることができた。 

 

＜６号機からの電源融通＞ 

３月１２日０時０９分、５、６号機所内電源系統の点検のため、照明が切れて暗闇

の中、運転員は懐中電灯を持ち現場確認を開始した。電源設備（高圧電源盤）がすべ

て使用不可であったが、直流電源設備は被水を免れ使用可能であることを確認した。 

ＡＭ策で敷設済みであった５号機と６号機間の本設ケーブル（ＡＭ設備タイライ

ン）を利用し、同日８時１３分、６号機のＤ／Ｇ ６Ｂから６号機Ｔ／Ｂの低圧電源

盤の一部（Ｔ／Ｂ ＭＣＣ６Ｃ－２）を介して、５号機Ｒ／Ｂの低圧電源盤の一部（５

号ＲＨＲ ＭＣＣ）への電源融通が可能となり、直流電源で動作する中操監視計器（直

流Ａ系）に計器用電源、及びＲＨＲのＭＯ弁等へ供給できた。また、電源融通が可能

となった当該電源盤（５号ＲＨＲ ＭＣＣ）を介して、健全性確認が完了した５号機

低圧電源盤に仮設電源ケーブルを敷設し、電源供給が可能な状態とした。 

また、交流電源で動作する中操監視計器については、６号機サービス建屋の計測電

源盤から５号機計測電源盤へ直接仮設電源ケーブルを敷設し、計器用電源を供給した。 

同日１４時４２分、６号機のＤ／Ｇ ６Ｂからの電源により、５、６号中操非常用

換気空調系（５号側：２台、６号側：１台）のうち６号側の空調系を手動起動し、中

操内の空気浄化を開始した。 

 

＜原子炉圧力の減圧＞ 

原子炉圧力は、燃料からの崩壊熱により上昇していたため、ＲＣＩＣ蒸気ライン、

ＨＰＣＩ蒸気ライン及びＨＰＣＩ排気ラインを順次使用して減圧操作を試みたが、原

子炉圧力に変化はなかった。その後も原子炉圧力は上昇し、３月１２日１時４０分頃

からＳＲＶが安全弁機能により自動開を繰り返して８ＭＰａ[gage]程度を維持（最高

使用圧力：８.２７ＭＰａ[gage]、設計圧力：８.６２ＭＰａ[gage]）した。 

原子炉への注水を実施するためには、さらに原子炉圧力を下げる必要があることか

ら、現場でＲＰＶ頂部ベント弁の駆動空気供給ラインを構成後、同日６時０６分に中

操からＲＰＶ頂部のベント弁を手動開操作して、原子炉圧力の減圧を実施し、大気圧

程度まで降下できた。 

 

＜ＭＵＷＣ復旧＞ 

３月１３日１８時２９分、６号機低圧電源盤からＭＵＷＣポンプへ仮設ケーブルを

敷設し、６号機Ｄ／Ｇ ６Ｂから電源供給が開始され、同日２０時５４分にＭＵＷＣ

ポンプを手動起動した。 

 

＜ＳＲＶ手動操作復旧＞ 

崩壊熱の影響により原子炉圧力は上昇していた。ＳＲＶは、ＲＰＶの耐圧漏えい試

験のため、中操からの操作ができない状態にしていたことから、３月１４日未明より
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復旧作業を開始した。中操で電源ヒューズ（直流）を復旧し、ＰＣＶ内でＳＲＶ駆動

用窒素ガス供給ラインの弁開操作によりＳＲＶ操作のための系統構成が完了し、ＳＲ

Ｖが中操から操作可能な状態となった。ＳＲＶの復旧後、同日５時以降ＳＲＶを中操

から手動開操作し、ＲＰＶの減圧を開始した。その後も原子炉圧力が２ＭＰa[gage]

程度まで上昇するとＳＲＶを中操から手動開操作し、ＲＰＶの減圧を断続的に実施し

た。 

 

＜ＭＵＷＣによる代替注水＞ 

ＳＲＶでの減圧後、ＡＭ策で設置されたＦＰラインとＲＨＲラインとをつなぐ代替

注水ラインを使用し、３月１４日５時３０分、復水貯蔵タンクを水源としてＭＵＷＣ

による原子炉注水を開始した。以降、断続的に原子炉への注水を継続し、原子炉水位

調整を行うとともに、同日９時２７分からはＡＭ策で使用するラインを使用してＳＦ

Ｐへも水の補給を開始し、ほぼ満水まで水の補給を行った後、断続的に補給を継続実

施した。 

 

津波の影響でＳＷポンプがすべて使用不可の状態であり、ＳＦＰ冷却ができない状

況であった。ＳＦＰ内の崩壊熱について温度上昇率を評価したうえで、除熱機能の復

旧までＳＦＰ水温の監視を継続した。 

除熱機能復旧までの間、ＳＦＰ水温の上昇を抑制するため、３月１６日２２時１６

分から３月１７日５時４３分にかけて温度が上昇したＳＦＰ水の一部をＳ／Ｃへ排

水後、ＡＭ策で設置されたラインを使用し、ＭＵＷＣで水の補給を実施した。 

 

＜ＲＨＲ復旧＞ 

発電所対策本部復旧班は、ＲＨＲＳポンプの健全性を確認した結果、使用できない

ことが判明したことから、ＲＨＲＳポンプの代替として一般使用品の水中ポンプを仮

設で本設海水系配管に接続して復旧することについて検討を開始した。 

３月１７日より水中ポンプ設置に関わるエリアの瓦礫撤去、工事用道路の整地を開

始した。 

３月１８日には、高圧電源車から仮設電源ケーブルを敷設し、屋外ポンプ操作盤の

設置が完了した。 

３月１９日１時５５分、仮設ＲＨＲＳポンプを起動した。なお、ＲＨＲポンプは  

Ｔ／Ｂ地下にある高圧電源盤が津波の浸水により電源供給が不可であったため、６号

機電源盤より仮設電源ケーブルを敷設し、直接電源供給することとした。 

同日５時００分頃、ＲＨＲポンプ（Ｃ）を手動起動し、非常時熱負荷モードでＳＦ

Ｐ冷却を開始した。 

 

＜Ｄ／Ｇ ６Ａ復旧＞ 

運転員及び発電所対策本部復旧班は、屋外の海水ポンプエリアの浸水状況や外観の

損傷状態等の目視点検、機器の絶縁抵抗測定等を実施した。その際、津波で被水した

Ｄ／Ｇ ６Ａ海水ポンプの健全性を確認したことから、３月１８日１９時０７分にＤ

／Ｇ ６Ａ海水ポンプを起動し、３月１９日４時２２分にＤ／Ｇ ６Ａを起動した。こ

れにより５号機及び６号機に対し、非常用電源はＤ／Ｇ２台を確保できた。 
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＜原子炉冷温停止＞ 

３月２０日１０時４９分、非常時熱負荷モードでＳＦＰ冷却をしていたＲＨＲポン

プ（Ｃ）を手動停止し、同日１２時２５分、ＳＨＣモードでＲＨＲポンプ（Ｃ）を手

動起動し、原子炉冷却を開始した。同日１４時３０分に原子炉水温が１００℃未満と

なり、原子炉冷温停止となった。 

以降、ＲＨＲによるＳＨＣモードでの原子炉冷却と非常時熱負荷モードでのＳＦＰ

冷却を交互に実施していたが、ＳＷポンプの復旧によりＦＰＣの除熱機能が確保でき

たことから、６月２４日１６時３５分にＦＰＣポンプを起動したことで、ＦＰＣによ

るＳＦＰ冷却を開始し、ＲＨＲは原子炉冷却とした。 

【添付資料－１１－１～８】 
 
ｂ．閉じ込める機能 

＜ＳＧＴＳ復旧＞ 

高圧電源盤の水没により低圧電源盤への電源供給は不可であったため、６号機Ｔ／

Ｂ低圧電源盤から５号機の復旧操作に必要な機器へ直接仮設電源ケーブルの敷設を開

始した。ＳＧＴＳへの仮設電源ケーブルの敷設が完了したことから、３月１３日２１

時０１分ＳＧＴＳを手動起動し、Ｒ／Ｂの負圧は維持された。 

 

＜水素ガス滞留防止策＞ 

地震発生以降、原子炉及びＳＦＰの水位は維持されており、ただちに水素ガスが発

生する状況ではなかった。しかしながら、余震により設備が被災し注水機能や除熱機

能が失われるリスクもあることから、水素ガス滞留防止策を検討し、ボーリングマシ

ーンを使用してＲ／Ｂ屋上の屋根（コンクリート）に孔あけ（直径約３．５ｃｍ～７

ｃｍを３ヶ所）作業を実施し、３月１８日１３時３０分に完了した。 

【添付資料－１１－１】 
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１２．福島第一原子力発電所６号機の事故状況及び事故進展の状況調査 

１２．１ プラントの状況 

１２．１．１ 地震発生前のプラント状況 

６号機は平成２２年８月１４日から第２２回定期検査のため停止中であり、原子炉

内に燃料を装荷し、冷温停止状態（原子炉圧力約０ＭＰａ[gage]、原子炉水温度約 

２５℃であり、全制御棒が全挿入状態）であった。ＳＦＰは、満水（オーバーフロー

水位付近）、水温は約２５℃であった。 

 
１２．１．２ 地震発生後のプラント及び対応状況 

（１）【３月１１日１４時４６分（地震発生）～３月１１日１５時３６分（Ｄ／Ｇ２

台停止）】 

ａ．止める機能 
第２２回定期検査中であり冷温停止中のところ、平成２３年３月１１日１４時４６

分に発生した東北地方太平洋沖地震により、同日１４時４６分「地震加速度大トリッ

プ」（動作設定値：Ｒ／Ｂ地下床水平：１３５ガル、鉛直：１００ガル）が発生した。

地震発生時は全制御棒全挿入位置にあり、地震による停止状態への異常は認められな

かった。 

【添付資料－１２－１、２】 

 
ｂ．冷やす機能 

地震の影響で、新福島変電所の設備被害、夜の森線の鉄塔倒壊などによって外部電

源が全喪失したことにより、３月１１日１４時４７分頃、非常用母線の電源が喪失し、

Ｄ／Ｇ３台（Ｄ／Ｇ ６Ａ、６Ｂ及びＨＰＣＳ Ｄ／Ｇ）が自動起動し、非常用母線（Ｍ

／Ｃ－６Ｃ、Ｍ／Ｃ－６Ｄ及びＭ／Ｃ－ＨＰＣＳ）の電源が回復した。 

この時、ＳＦＰの冷却機能を果たすＦＰＣは、電源喪失により停止したものと推定

した。なお、原子炉は冷温停止状態であることに加え、ＳＦＰ水位は満水（オーバー

フロー水位付近）であり、水温約２５℃程度であったため、早期にＳＦＰの冷却に支

障をきたす状況でないことから、非常用母線（Ｍ／Ｃ－６Ｃ、Ｍ／Ｃ－６Ｄ）電源の

回復後、ＲＨＲ及びＦＰＣは待機状態とした。 

【添付資料－１２－１～５】 

 

ｃ．閉じ込める機能 

３月１１日１４時４７分頃、通常換気空調系は、常用電源喪失により自動停止した。

ＲＰＳの電源が停電したことによるＰＣＩＳ隔離信号により、ＳＧＴＳは自動起動し

たことから、Ｒ／Ｂの負圧は維持された。なお、排気筒放射線モニタの値に異常な変

化はなく、外部への放射能の影響はなかった。 

【添付資料－１２－１、２】 
 
（２）【３月１１日１５時３６分（Ｄ／Ｇ２台停止）～３月２０日（原子炉冷温停止）】 
ａ．冷やす機能 

津波の影響を受け、Ｄ／Ｇ海水ポンプまたは電源盤の被水等（Ｄ／Ｇ本体を除く）

によりＤ／Ｇ ６Ａ及びＨＰＣＳ Ｄ／Ｇが停止した。このため、ＨＰＣＳポンプは電
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源喪失により使用不能となった。Ｄ／Ｇ建屋に設置されている空冷式のＤ／Ｇ ６Ｂ

については、海水系による冷却の必要がないこと及び電源盤が被水等しなかったこと

から停止に至らず、非常用母線（Ｍ／Ｃ－６Ｄ）の電源を供給し続けた。 

また、ＲＨＲＳポンプは、ポンプ本体が海水に冠水し、使用不能となった。このた

め、ＲＨＲ及びＬＰＣＳポンプは補助設備（電動機、熱交換器等）の冷却が出来ず、

使用不能となった。 

 

＜５号機への電源融通＞ 

３月１２日０時０９分、５、６号機所内電源系統の点検のため、現場確認を開始し

た。同日６時０３分Ｄ／Ｇ ６Ｂから所内電源供給の構成を開始し、ＡＭ策として敷

設済みであった５号機と６号機間の本設ケーブルを利用し、同日８時１３分、Ｄ／Ｇ 

６Ｂから５号機Ｒ／Ｂの低圧電源盤の一部（５号ＲＨＲ ＭＣＣ）への電源融通を実

施した。また、電源融通が可能となった当該電源盤（５号ＲＨＲ ＭＣＣ）を介して、

健全性確認が完了した５号機低圧電源盤に仮設電源ケーブルを敷設し、電源供給が可

能な状態とした。 

同日１４時４２分、Ｄ／Ｇ ６Ｂからの電源により、５、６号中操非常用換気空調

系（５号側：２台、６号側：１台）のうち６号側の空調系を手動起動し、中操内の空

気浄化を開始した。 

 

＜ＭＵＷＣによる代替注水＞ 

ＭＵＷＣポンプは、Ｄ／Ｇ ６Ｂからの電源供給により起動できる状態であり、３

月１３日１３時０１分にＭＵＷＣポンプを手動起動し、１３時２０分、ＡＭ策で使用

するラインから復水貯蔵タンクを水源としてＭＵＷＣによる原子炉注水を開始した。

以降、断続的に原子炉への注水を継続し水位を調整した。 

３月１４日１４時１３分からはＡＭ策で使用するラインを使用してＳＦＰへも水

の補給を開始し、ほぼ満水まで水の補給を行った後、断続的に補給を継続実施した。 

 

＜原子炉圧力調整＞ 

崩壊熱の影響により、原子炉圧力が緩やかに上昇してきたことから、３月１４日以

降、ＳＲＶを中操から手動開操作し、原子炉圧力の減圧を断続的に実施した。 

 

＜ＳＦＰ水循環運転＞ 

津波の影響でＳＷポンプがすべて使用できない状態であり、ＳＦＰ冷却ができない

状況であった。ＳＦＰ内の崩壊熱について温度上昇率を評価したうえで、除熱機能の

復旧までＳＦＰ水温の監視を継続した。 

ＦＰＣポンプは、Ｄ／Ｇ ６Ｂからの電源供給により起動できる状態であったこと

から、除熱機能復旧までの間、ＳＦＰ水温の上昇を抑制するため、３月１６日１３時

１０分、ＦＰＣポンプを手動起動して、ＳＦＰ水循環運転（除熱機能なし）によるＳ

ＦＰ水攪拌を以下のとおり複数回実施した。 

【ＦＰＣポンプによるＳＦＰ水循環運転】 

   ３月１６日 １３時１０分 ～ 同日２１時４４分  

   ３月１７日 １５時４０分 ～ 同日２０時２７分  

   ３月１８日  ５時１１分 ～ 同日２０時１８分  
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＜Ｄ／Ｇ ６Ａ復旧＞ 

運転員及び発電所対策本部復旧班は、屋外の海水ポンプエリアの浸水状況や外観の

損傷状態等の目視点検、機器の絶縁抵抗測定等を実施した。その際、津波で被水した

Ｄ／Ｇ ６Ａ海水ポンプの健全性を確認したことから、３月１８日１９時０７分に 

Ｄ／Ｇ ６Ａ海水ポンプを起動し、３月１９日４時２２分にＤ／Ｇ ６Ａを起動した。

これにより５号機及び６号機に対し、非常用電源はＤ／Ｇ２台を確保できた。 

 

＜ＲＨＲ復旧＞ 

発電所対策本部復旧班は、ＲＨＲＳポンプの健全性を確認した結果、使用できない

ことが判明したことから、ＲＨＲＳポンプの代替として一般使用品の水中ポンプを仮

設で本設海水系配管に接続して復旧することについて検討を開始した。 

３月１７日より水中ポンプ設置に関わるエリアの瓦礫撤去、工事用道路の整地を開

始した。高圧電源車から仮設電源ケーブルを敷設し、３月１９日に屋外ポンプ操作盤

の設置が完了したことから、同日２１時２６分に仮設ＲＨＲＳポンプを起動した。な

お、ＲＨＲポンプ（Ｂ）はＤ／Ｇ ６Ｂから電源供給ができており、同日２２時１４

分、ＲＨＲポンプ（Ｂ）を手動起動し、非常時熱負荷モードでＳＦＰ冷却を開始した。 

 

＜原子炉冷温停止＞ 

３月２０日１６時２６分、非常時熱負荷モードでＳＦＰ冷却をしていたＲＨＲポン

プ（Ｂ）を手動停止し、同日１８時４８分にＳＨＣモードでＲＨＲポンプ（Ｂ）を手

動起動し、原子炉冷却を開始した。同日１９時２７分に原子炉水温が１００℃未満と

なり、原子炉冷温停止となった。 

以降、ＲＨＲによるＳＨＣモードでの原子炉冷却と非常時熱負荷モードでのＳＦＰ

冷却を交互に実施した。 

【添付資料－１２－１～８】 

 

ｂ．閉じ込める機能 

 ３月１１日１５時５２分、Ｄ／Ｇ ６Ａ停止によりＳＧＴＳ(Ａ)は電源喪失となっ

ているが、ＳＧＴＳ(Ｂ)はＤ／Ｇ ６Ｂからの電源供給によって継続して運転してお

り、Ｒ／Ｂの負圧は維持された。 

 

＜水素ガス滞留防止策＞ 

 地震発生以降、原子炉及びＳＦＰの水位は維持されており、ただちに水素ガスが発

生する状況ではなかった。しかしながら、余震により設備が被災し、注水機能や除熱

機能が失われるリスクもあることから、水素ガス滞留防止策を検討し、ボーリングマ

シーンを使用してＲ／Ｂの屋根（コンクリート）に孔あけ（直径約３．５ｃｍ～７ｃ

ｍを３ヶ所）作業を実施し、３月１８日１７時００分に完了した。 

 【添付資料－１２－１】 

 

 



 

 ５１  

１３．福島第一原子力発電所使用済燃料貯蔵施設の状況調査 

１３．１ １号機ＳＦＰ状況 

（１）ＳＦＰの状況 

３月１１日時点で、１号機のＳＦＰには、使用済燃料２９２体、新燃料１００体

が貯蔵されていた。 

３月１１日１４時４６分に発生した東北地方太平洋沖地震により引き起こされ

た津波の影響を受け、全交流電源が喪失したため、ＳＦＰの冷却機能及び補給水機

能が喪失した。３月１２日１５時３６分、水素ガスによると思われる爆発によりＲ

／Ｂが破損し、天井部分がＳＦＰ上部に落下した。ただし、天井部分は完全にオペ

レーティングフロアまでは落下しておらず、天井クレーン等に覆い被さる形でオペ

レーティングフロアの上部空間に留まった。 

３月３１日、コンクリートポンプ車による最初の放水（淡水）を実施したところ、

Ｒ／Ｂ上部からの蒸気発生を確認した。 

４月１日、コンクリートポンプ車に設置したカメラでＲ／Ｂ上部を観測したところ、

位置関係から天井部分の一部が脱落しオペレーティングフロアに落下しているもの

と推定した。ただし、プールと床の境界近辺に落下しており、正確な落下位置は特定

できていない。 

５月２８日、淡水を水源としたＦＰＣ配管によるＳＦＰへの試験注水を実施し、翌

日、本格的な注水を実施したところ、スキマーサージタンクレベルの上昇を確認した

ことから、ＳＦＰ満水を確認した。 

６月５日、再度、ＦＰＣ配管による注水を実施した。予想される５月２９日からの

蒸発相当量の注水が完了した時点でスキマーサージタンクレベルが上昇した。 

プール水量の変化が予測できるようになったことから、代替冷却系の導入までの

間は、１ヶ月に１回程度の注水を実施し、蒸発量を補給することでプール水位を維

持している。 

なお、８月１０日１１時２２分に代替冷却系によるＳＦＰプール水冷却を開始した。

冷却開始時の水温は約４７℃（代替冷却系入口温度）であり、８月２７日頃には定常

状態に達し、約３０℃程度の水温で安定した状態にある。 

 
（２）スキマーサージタンク水の分析結果 

  平成２３年６月２２日、８月１９日に、ＳＦＰからスキマーサージタンクに流出

した水を採取し、採取した水について放射性物質の核種分析を実施した（分析日は

６月２２日、８月１９日）。 

 

分析結果等に基づく評価を以下に記す。 

・１号機は平成２２年３月２５日に定期検査で停止しているが、取り出した燃料のう

ち、最も冷却期間が短い燃料でも１年程度冷却されているため、検出された短半減

期核種のよう素（以下、「Ｉ」という。）－１３１（半減期約８日）はＳＦＰに貯蔵

している燃料から放出されたものとは考えられず、原子炉由来の可能性が高いと考

えられる。 

・原子炉由来の放射能の経路としては、原子炉由来の放射性核種が、Ｒ／Ｂ内におけ
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る蒸気の凝縮水、ダスト、瓦礫の付着等を介してＳＦＰ水に溶け込んだ可能性が高

いと考えられる。 

・１号機はＲ／Ｂが損傷したことから、ＳＦＰ上部に損傷した屋根部分が覆い被さっ

た状況にあるため詳細は確認できないが、プールに落下した瓦礫により一部の燃料

が損傷した可能性を否定することはできない。 

 
（３）ＳＦＰ水位評価 

ＳＦＰ水位は、地震時のスロッシングと爆発の影響により、３月１３日までに水位

が一旦低下し、その後は水温が蒸発開始温度７０℃に到達するまでは水位は維持され、

以後は蒸発により水位は低下したと推定した。３月３１日の注水及び５月下旬のＦＰ

Ｃ配管による注水により水位は回復し５月２８日、６月５日にスキマーサージタンク

レベルの上昇により満水が確認されている。満水までに注水された水量の合計値は４

１３ｔであり、全量がプールに到達したとは考えにくいことから、事故発生時より満

水確認時までに失われた水の量はこれよりも少ない量であると考えられる。通常水位

のプールの水量は約１０００ｔであり、プールの深さは燃料有効長の３倍程度である

ことから、１号機のＳＦＰの水位は維持され、燃料の露出は無かったと考えられる。 

【添付資料－１３－１、２】 

 

１３．２ ２号機ＳＦＰ状況 

（１）ＳＦＰの状況 

３月１１日時点で、２号機のＳＦＰには、使用済燃料５８７体、新燃料２８体が貯

蔵されていた。 

３月１１日１４時４６分に発生した東北地方太平洋沖地震により引き起こされた

津波の影響を受け、全交流電源が喪失したため、ＳＦＰの冷却機能及び補給水機能が

喪失した。３月１２日１５時３６分、１号機Ｒ／Ｂが水素ガスによる爆発と思われる

爆発で破損したが、その爆発の影響により２号機Ｒ／Ｂのブローアウトパネルが開放

した。どの時点から始まったかは不明であるが、ブローアウトパネルからは白いもや

が放出されているのが確認された。 

３月２０日、海水を水源として既設のＦＰＣ配管を用いて注水を実施した。３月２

２日に再度注水したところ、スキマーサージタンクレベルが上昇したことから満水を

確認した。３月２９日以降は水源を淡水に切り替えることができたため、海水の総注

水量は８８ｔであった。 

４月１０日、既設のＦＰＣ配管を用いた注水に、材料腐食防止のためのヒドラジン

の注入を開始し、以降、代替冷却系のインサービスまでにほぼ一定の間隔で１０８２

ｔを注水した。 

５月３１日１７時２１分、代替冷却系によるプール水冷却を開始したが、冷却開始

時の水温は７０℃（ＳＦＰ温度計指示値）であり、６月５日頃には定常状態に達し、

３０℃程度の水温で安定した状態にある。 

 

（２）スキマーサージタンク水の分析結果 

平成２３年４月１６日、８月１９日に、ＳＦＰからスキマーサージタンクに流出し

た水を採取し、採取した水について放射性物質の核種分析を実施した（分析日は４月  
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１７日、８月１９日）。 

分析結果等に基づく評価を以下に記す。 

・２号機は平成２２年９月１６日に定期検査で停止しているが、取り出した燃料のう

ち、最も冷却期間が短い燃料でも７ヶ月程度冷却されているため、検出された短半

減期核種のＩ－１３１（半減期約８日）はＳＦＰに貯蔵している燃料の影響とは考

えにくく、原子炉由来の可能性が高いと考えられる。 

・セシウム（以下、「Ｃｓ」という。）の測定結果が１０５ [Ｂｑ／ｃｍ３]オーダーで

あるため、使用済燃料の破損は否定できないが、２号機についてはＲ／Ｂの損傷が

なく、既設のＦＰＣラインからの定期的な注水によりＳＦＰ水位は適切に維持され

ていることから、ＳＦＰ内の燃料が冷却不足により損傷している可能性は低いと考

えられる。 

・原子炉由来の放射能の経路としては、２号機のＰＣＶから漏えいした放射性核種が、

Ｒ／Ｂ内における蒸気の凝縮水、ダスト等を介してＳＦＰ水に溶け込んだ可能性が

高いと考えられる。また、２号機はＲ／Ｂの損傷がないため、１号機や３号機の原

子炉から飛来した放射能の影響ではなく、２号機の原子炉由来の可能性が高いと考

えられる。 

 

（３）ＳＦＰ水位評価 
 ２号機は、Ｒ／Ｂに大きな損傷がないため、既設のＦＰＣによる注水が可能であり、

当該ラインを用いた注水を定期的に実施しており、ＳＦＰが満水になるとオーバーフ

ロー水がスキマーサージタンクへ流れ込み、スキマーサージタンクの水位計が上昇す

るという原理を利用して、ＳＦＰの水位を確認している。水位測定値と水位評価値が

概ね一致しており、ＳＦＰ水位は、地震時のスロッシングの影響により低下し、蒸発

開始以降は蒸発により低下しているが、注水実施毎に水位が回復している。のこぎり

の刃状に、蒸発による水位低下と注水による水位回復を繰り返し、概ね満水付近で水

位管理できているものと考える。なお、３月２２日に海水を水源として既設のＦＰＣ

配管を用いて注水を実施したところ、スキマーサージタンクレベルが上昇したことか

ら満水を確認した。満水までに注水された水量の合計値は５８ｔであり、この水量が

事故発生時より満水までに失われた水の量であると考えられ、これは通常水位のプー

ルの水量約１４００ｔと比較して充分小さい。 

 これらの水位に関する情報から、２号機のＳＦＰの水位は維持され、燃料の露出は

無かったと考えられる。 

 

（４）ＳＦＰ水温について 

既設のＳＦＰの水温計が利用可能な状態であり、定期的に測定を実施している。測

定結果では、注水直後に７０℃付近まで上昇し、１～２日後には５０℃程度まで低下

するという傾向が繰り返されていた。これはＳＦＰ水位の低下により温度計が水から

露出し、露出後は水温ではなく雰囲気温度を示しているためと考える。 

なお、５月３１日１７時２１分に代替冷却系によるＳＦＰ冷却を開始して以降、３

０℃程度の水温となっている。 

【添付資料－１３－１、３】 
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１３．３ ３号機ＳＦＰ状況 

（１）ＳＦＰの状況 

３月１１日時点で３号機のＳＦＰには、使用済燃料５１４体、新燃料５２体が貯蔵

されていた。 

３月１１日１４時４６分に発生した東北地方太平洋沖地震により引き起こされた

津波の影響を受け、全交流電源が喪失し、ＳＦＰの冷却機能及び補給水機能が喪失し

た。３月１４日１１時０１分、水素ガスによると思われる爆発が発生し、Ｒ／Ｂ５階

のオペレーティングフロアから上部全体の外壁が破損し、ＳＦＰに大量の瓦礫が落下

した。Ｒ／Ｂの破損により、むき出しとなったオペレーティングフロアから大量の蒸

気が放出されていることが確認された。 

 ３月１７日９時４８分頃、ヘリコプターにより海水をＲ／Ｂ上部に放水した。放水

後に蒸気が立ち上ったことが確認された。３月１７日以降３月２５日まで、放水車、

屈折放水塔車によりＳＦＰへ向けて放水を実施した。（一部を除きほとんどが海水） 

 ３月２３日、２４日に既設のＦＰＣ配管を用いて注水（海水）を実施したが、ポン

プの吐出圧力が予測よりも高く、系統の途中での詰まり等の可能性が想定されたこと

から、ほとんど注水されていないと判断した。 

 ３月２７日、コンクリートポンプ車による最初の放水を実施した。実施後、Ｒ／Ｂ

上部からの蒸気発生量の増加を観測した。３月２９日からは水源を淡水に変更し４月

２２日までにコンクリートポンプ車により約８１５ｔの放水を実施した。 

４月１２日、カメラを装備したコンクリートポンプ車に変更することで、カメラ画

像により水位上昇を確認しながらの注水が可能となり、初めて３号機のＳＦＰの満水

を確認した。 

 ４月２２日、既設のＦＰＣ配管を用いて試験注水を実施した結果、水位の上昇が確

認できたことから注水可能と判断し、４月２６日以降６月２９日まで、既設のＦＰＣ

配管を用いて約８２４.５tの注水を実施した。 

５月９日以降、既設のＦＰＣ配管を用いた注水に、材料腐食防止のためのヒドラジ

ンの注入を開始している。サンプリングの結果から、落下した瓦礫からのアルカリ金

属（Ｃａ等）の溶出により、プール水がアルカリ性を示すことが確認されたため、プ

ール内の設備に対する水質の環境改善として、６月２６日、２７日、既設のＦＰＣ配

管を用いた注水実施時に、アルカリ性を中和するためのホウ酸水を注入した。これに

より注水前には強アルカリ性のｐＨ１１．２（５月８日測定）であったが、注水後に

は弱アルカリ性のｐＨ９．０（７月７日測定）となり水質が改善した。 

なお、６月３０日１９時４７分に代替冷却系によるＳＦＰプール水冷却を開始した。

冷却開始時の水温は約６２℃（代替冷却系入口温度）であり、７月７日頃には定常状

態に達し、３０℃程度の水温で安定した状態にある。 

 

（２）ＳＦＰプール水の分析結果 

平成２３年５月８日にコンクリートポンプ車を用いてＳＦＰプール水を採取した。

また、平成２３年７月７日、８月１９日には、ＦＰＣ系のサンプリング配管から、ス

キマーサージタンクにオーバーフローしたＳＦＰプール水を採取した。採取したＳＦ

Ｐプール水についての放射性物質の核種分析を実施した（分析日は５月９日、７月７

日、８月１９日）。 
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分析結果等に基づく評価を以下に記す。 

・３号機は平成２２年６月１９日に定期検査で停止しているが、取り出し燃料のうち、

最も冷却期間が短い燃料でも１０ヶ月以上冷却されているため、検出された短半減

期核種のＣｓ－１３６やＩ－１３１は燃料プールに貯蔵している燃料の影響とは

考えにくく、原子炉由来の可能性が高いと考えられる。 

３号機Ｔ／Ｂ地下溜まり水の分析結果と核種毎の比率が同程度であることも原子

炉由来の放射能である可能性が高いことを示している。 

・原子炉由来の放射能の経路としては、原子炉由来の放射性核種が、Ｒ／Ｂ内におけ

る蒸気の凝縮水、ダスト、瓦礫への付着等を介してＳＦＰ水に溶け込んだ可能性が

高いと考えられる。 

 

（３）ＳＦＰ水位評価 

評価結果では、地震時のスロッシングと爆発の影響により３月１４日までに２ｍ程

度の水位の低下を仮定しているが、３月１７日以降に集中的な放水を実施したことに

より水位は回復しており、以後、定期的な注水（４月末～５月初めの期間はポンプ車

の故障により注水できず）により満水付近で水位が管理されているものと評価した。

なお、事象初期に実施された放水車等による放水、コンクリートポンプ車による注水、

ＦＰＣ配管からの注水は、それぞれプールへの実際の流入割合が異なると考えられる

ため、それぞれに歩留まりを設定した。 

水位の測定は４月中旬以降からポンプ車に設置したカメラの観察画像を基に実施し

ているが、測定値は評価値と概ね一致している。ＳＦＰ水位は、蒸発による水位低下

と注水による水位回復を繰り返し、概ね満水付近で水位管理できているものと考える。 

３号機ではＲ／Ｂ爆発以降、他号機と比べ多量の白いもやがＲ／Ｂ上部から立ち昇

る様子が確認された。プール内の燃料の崩壊熱による蒸発量は他号機と比較して大き

くないので、この原因はプールからの蒸気ではなく、３号機プールに向けて放水した

もののプールに命中しなかった水が何らかの経路により格納容器ヘッド側へ流入し

て蒸気発生したものと推測している。 

なお、４月１２日の満水確認時の注水量（約３５ｔ）は、漏れ等により失われる水

の補給も考慮した想定注水量（約８０t（４月１０日の実績））よりも小さかったこと

から、崩壊熱により失われる以上の水位の減少は無かったと考えられる。また、満水

確認後の注水の実績から１日あたりの蒸発量は、約１０～２０ｔ程度と推定されるた

め、満水確認時までに蒸発により失われた水の量は３２０～６４０ｔ程度となる。仮

に、満水までプールへの注水が無かったと仮定しても、プール水量は約１４００ｔで

あり、プールの深さは燃料有効長の約３倍程度であることから、水位は半分以上残る

計算となる。また、蒸発以外にスロッシングや建屋爆発時に水位が減少すると仮定し

ても、露出するまでには２ｍ以上の余裕がある。したがって、３号機のＳＦＰの水位

は維持され、燃料の露出は無かったと考えられる。 

 

（４）ＳＦＰ内の状況 

５月８日、プール水のサンプリングを実施する際に、同時にビデオカメラによる撮

影を実施した。プール水中には大量の瓦礫が落下しており、プールに保管されていた

燃料等の状況は確認できなかった。 

【添付資料－１３－１、４】 
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１３．４ ４号機ＳＦＰ状況 

（１）ＳＦＰの状況 

３月１１日時点で、ＳＦＰには、使用済燃料１３３１体、新燃料２０４体が貯蔵さ

れていた。 

３月１１日１４時４６分に発生した東北地方太平洋沖地震により引き起こされた

津波の影響を受け、全交流電源が喪失し、ＳＦＰの冷却機能及び補給水機能が喪失し

た。３月１５日、原因は不明であるが、水素ガスによると思われる爆発により、Ｒ／

Ｂ５階オペレーティングフロア上部等の壁面が破損した。 

  ３月２０日８時２１分以降、断続的に高圧放水車を用いて淡水を放水した。３月２

２日～２７日には、コンクリートポンプ車を用いて海水を断続的に注水、３月３０日

以降は、コンクリートポンプ車を用いた淡水の注水を定期的に継続してきた。プール

満水に向けてコンクリートポンプ車による放水と水位測定を実施し、４月２７日に大

幅なスキマーサージタンクレベルの上昇（４３００→６０５０ｍｍ）をもって、満水

を確認した。４号機のＳＦＰは、漏えいの可能性が指摘されていたが、その後の注水

と水位の関係は、崩壊熱から予想される蒸発による減少の範囲の中にあり、ＳＦＰか

らの大量の水漏れがないと考える。 

現在、ＳＦＰは、原子炉ウェル、ＤＳピットを含め注水手段が確保されており、ス

キマーサージタンクレベルから満水を確認でき、水位が安定に維持されている状態に

ある。 

なお、７月３１日１２時４４分に代替冷却系によるＳＦＰプール水冷却を開始した。

冷却開始時の水温は約７５℃であり、８月３日頃には定常状態に達し、４０℃程度の

水温で安定した状態にある。 

 

（２）ＳＦＰプール水の分析結果 

４号機では平成２３年４月１２日、４月２８日及び５月７日にコンクリートポンプ

車を用いてＳＦＰプール水を採取した。また、平成２３年８月２０日には、ＦＰＣ系

のサンプリング配管から、スキマーサージタンクにオーバーフローしたＳＦＰプール

水を採取した。採取したＳＦＰプール水についての放射性物質の核種分析を実施した

（分析日はそれぞれ４月１３日、４月２９日、５月８日、８月２０日）。  

 

分析結果等に基づく評価を以下に記す。 

・３回の採取結果ともに事故発生前（３月４日）に採取された濃度よりは高いが、絶

対値は大きくなかった。このため、プール内の大部分の燃料は健全な状態にあり、

系統的な大量破損は発生していないと推測できる。ただし、Ｒ／Ｂが損傷している

ため、プールに落下した瓦礫により一部の燃料が損傷した可能性を否定することは

できない。 

・４号機は平成２２年１１月３０日に定期検査で停止し、最も冷却期間が短い燃料で

も４ヶ月以上冷却されているため、検出された短半減期核種のＩ－１３１（半減期

約８日）はＳＦＰに貯蔵している燃料の影響とは考えにくく、１～３号機の原子炉

由来の可能性が高いと考えられる。 

・原子炉由来の放射能の経路としては、他号機のＰＣＶベント等により放出された放

射性物質の飛来や放水した海水に含まれる放射能の影響の可能性が高いと考えら

れる。 
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・核種の減衰とプール水量の変化を考慮した評価値は、測定値と同程度の値であり、

３回の測定結果の関係は妥当であると考える。 

 

（３）プール水位評価 

ＳＦＰ水位は地震時のスロッシングと爆発の影響により低下したと仮定し、その後

は蒸発による低下とした。また、全体的にプール水位が低下傾向にあった４月２２日

以前についてはＳＦＰと原子炉ウェルの水を一体とし、それ以降の集中的なプール注

水実施以後はプールの水はウェルとは独立したものとして評価を実施した。 

評価の結果、水位の実測値が概ね評価値と整合していることから、ＳＦＰは水位維

持に影響を与えるような漏えいは生じていないと考えられる。 

Ｒ／Ｂが損傷した平成２３年３月１５日の６時頃のＳＦＰには、プール内の使用済

燃料を覆うのに十分な水位であったと推定している。 

その後に実施したコンクリートポンプ車を用いた水位の測定結果においても、概ね

評価値と整合する結果となった。これらのことから、地震発生以降現在に至るまで、

プールには水位の維持に影響を与えるような破損は生じておらず、注水により水位は

維持され、燃料の露出は無かったと考えられる。 

 

（４）ＳＦＰプール内の状況 

５月７日、ＳＦＰプール水のサンプリングを実施する際に、同時にビデオカメラに

よる撮影を実施した。撮影された写真から、プール水中には大小様々な瓦礫が落下し

ているが、プールに保管されていた燃料はラックに収納された状態を維持しており、

大量の燃料破損は無いことが確認された。 

【添付資料－１３－１、５】 

 

１３．５ ５号機ＳＦＰ状況 

３月１１日時点で、５号機のＳＦＰには、使用済燃料９４６体、新燃料４８体が貯蔵

されていた。 

３月１１日１４時４６分に発生した東北地方太平洋沖地震により引き起こされた津

波の影響を受け、全交流電源が喪失し、ＳＦＰの冷却機能及び補給水機能が喪失した。 

ＳＦＰの水温は上昇を続けたが、３月１９日１時５５分に仮設ＲＨＲＳポンプを起動

し、その後、同日５時００分頃にＲＨＲポンプ（Ｃ）を手動起動し、非常時熱負荷モー

ドでＳＦＰ冷却を開始したことで水温の上昇は最大６８．８℃に留まり、冷却開始後は

安定した冷却状態を維持することが出来るようになった。ＲＨＲは、炉内の燃料の冷却

にも使用するため、系統を切り替えながら運用し、ＳＦＰプール水温は冷却系の切り替

え時には上昇し、３０～５０℃程度の間を推移してきた。 

なお、６月２５日からは、ＦＰＣによる冷却が出来るようになったことで、より安定

した冷却状態を維持できるようになり、ＳＦＰ水温は３０℃程度で安定している。 

【添付資料－１３－６】 

 

１３．６ ６号機ＳＦＰ状況 

３月１１日時点で、６号機のＳＦＰには、使用済燃料８７６体、新燃料６４体が貯蔵

されていた。 

３月１１日１４時４６分に発生した東北地方太平洋沖地震により引き起こされた津
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波の影響を受け、Ｄ／Ｇ ６Ｂは機能維持したもののＳＷポンプが機能を喪失したため、

ＳＦＰの冷却機能が喪失した。 

ＳＦＰの水温は上昇を続けたが、３月１９日２１時２６分に仮設ＲＨＲＳポンプを起

動し、その後、同日２２時１４分にＲＨＲポンプ（Ｂ）を手動起動し、非常時熱負荷モ

ードでＳＦＰ冷却を開始したことで水温の上昇は最大６７．５℃に留まり、冷却開始後

は安定した冷却状態を維持することが出来るようになった。ＲＨＲは、炉内の燃料の冷

却にも使用するため、系統を切り替えながら運用し、ＳＦＰプール水温は冷却系の切り

替え時には上昇し、２０～４０℃程度の間を推移した。 

現在は、気温の上昇等の影響もあり、ＳＦＰ水温は３０～５０℃程度で安定している。 

【添付資料－１３－７】 

 

１３．７ 共用プール状況 

３月１１日時点で、共用プールには、使用済燃料６３７５体が貯蔵されていた。 

３月１１日１４時４６分に発生した東北地方太平洋沖地震により引き起こされた津

波の影響を受け、電源盤の被水等によりＤ／Ｇ ２Ｂ、４Ｂが自動停止したため、全交

流電源喪失となり、共用プールの冷却機能（空冷）及び補給水機能を喪失した。 

共用プールの電源については、通常は、外部電源を３号機Ｍ／Ｃ ３ＳＡ及び２号機

Ｍ／Ｃ ２ＳＡから集中環境施設Ｍ／Ｃを経由した２つのＭ／Ｃから受電している。こ

れらのＭ／Ｃが使えなくなった非常時には、２号機Ｄ／Ｇ ２Ｂ、４号機Ｄ／Ｇ ４Ｂか

ら受電する。 

３月１８日、共用プールの点検を実施し、水位が確保されていることを確認した。 

 共用プールの水温は上昇を続けたが、外部電源の復旧に伴い、共用プールの電源につ

いて仮設電源設備を経由して受電し、３月２４日１８時、共用プール冷却ポンプを起動

したことで水温の上昇は最大７３℃に留まり、冷却開始後は安定した冷却状態を維持す

ることが出来るようになった。 

現在は、共用プール水温は３０～４０℃程度の温度で安定している。 

【添付資料－１３－８～１１】 

 
１３．８ 乾式貯蔵キャスク保管建屋状況 

３月１１日時点で、乾式貯蔵キャスク保管建屋には、大型乾式貯蔵キャスク５体（１

体につき燃料集合体５２体収納）、中型乾式貯蔵キャスク４体（１体につき燃料集合体

３７体収納）に使用済燃料が合計４０８体貯蔵されていた。なお、乾式貯蔵キャスクは

自然対流により空冷される設計である。 

３月１１日１４時４６分に発生した東北地方太平洋沖地震により引き起こされた津

波の影響を受け、全交流電源を喪失した。乾式貯蔵キャスク保管建屋には、大量の海水、

砂、瓦礫等が流れ込んだ。 

３月１７日以降、複数回にわたり、乾式貯蔵キャスク保管建屋内の調査を実施した。

乾式貯蔵キャスク保管建屋は乾式貯蔵キャスク保管エリア床面まで浸水し、ルーバや扉

等についても損壊している状況である。ただし、自然空冷で期待している空気の流れが

阻害される状況にはなく、冷却上の問題は生じていないことが確認された。 

乾式貯蔵キャスクについては、津波により建屋内に流入した瓦礫等が付着しているも

のの、ボルトにより固定されていた元の位置から移動しておらず、これまでのところ、
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外観からは健全性に関する問題については確認されていない。 

また、乾式貯蔵キャスク保管建屋内の放射線量（～数十μＳv／h）についてもバック

グラウンドレベルと比較して、異常な値とはなっていない。乾式貯蔵キャスクは１次蓋、

２次蓋と２重の構造で密封を維持する構造であるため密封性能は高く、密封性能は維持

されているものと考えられる。ただし、現時点ではリーク確認試験等による直接的な確

認が実施できていないため、今後、乾式貯蔵キャスクを乾式貯蔵キャスク保管建屋から

搬出し、密封性能を直接的に確認する予定である。 

【添付資料－１３－１２】 
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１４．福島第一原子力発電所の事故による環境影響について 

１４．１ 放射性物質の大気中への放出量の評価 

今回の事故では、事象の進展に伴い、ＰＣＶベント、Ｒ／Ｂの爆発等があり、空

気中への放射性物質の放出に至っている。放出量については、発電所敷地周辺８ヶ

所のＭＰ及びモニタリングカーにおける空間線量率の推移から、事象に応じて放出

され線量率が上昇したものと考えられる。 

なお、現在、原子炉は安定的に冷却されている状態にあり、事故直後に比べ放射

性物質の放出量は大幅に減少しているが、現時点でのＲ／Ｂから放出されている放

射性物質について、発電所敷地内のモニタリングデータから放出量の暫定評価を行

っている。 

今後、事故直後から安定的に冷却されている状態までの大気中への放射性物質の

放出量について、放出源及び環境中のデータから評価を進めていく。 

【添付資料１４－１、２】 

 

１４．２ 放射性物質の海水中への放出量の評価 

４月に発生した２号機取水口付近からの放射性物質を含む汚染水の海洋への流出

をはじめとし、海洋への排出基準を超える放射性物質濃度の排水の放出は３件発生

している。 

 

（１）２号機取水口付近からの流出 

４月１日から６日にかけての２号機Ｔ／Ｂ高濃度汚染水（以下、「２号機汚染水」

という。）の漏えいによる港湾内への流出量は、流出水の流況の目視確認結果から推

定した流量約４．３ｍ３／ｈと空間線量率の上昇時期から推定した流出時間約１２

０時間から約５２０ｍ３、放射性物質量は汚染水の分析結果と放出量からＩ－１３

１、Ｃｓ－１３４、Ｃｓ－１３７の３核種合計で、約４．７×１０１５Ｂｑと評価し

ている。 

【添付資料１４－３】 

 

（２）集中廃棄物処理建屋滞留水及び５、６号機サブドレン水の放出 

４月４日から１０日にかけて、原子炉等規制法第６４条第１項に基づく措置とし

て緊急放出した集中廃棄物処理建屋滞留水及び５、６号機サブドレン水（以下、「低

濃度汚染水」という。）の放出量は、集中廃棄物処理建屋滞留水約９，０７０ｍ３、

５号機サブドレン水約９５０ｍ３、６号機サブドレン水約３７３ｍ３の合計で約１０，

３９３ｍ３、放射性物質量はそれぞれの汚染水の分析結果と放出量からＩ－１３１、

Ｃｓ－１３４、Ｃｓ－１３７の３核種合計で、約１．５×１０１１Ｂｑと評価してい

る。 

【添付資料１４－４】 
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（３）３号機取水口付近からの流出 

５月１０日から１１日にかけての３号機Ｔ／Ｂ高濃度汚染水（以下、「３号機汚染

水」という。）の漏えいによる港湾内への流出量は、流出水の流況の目視確認結果か

ら推定した流量約６ｍ３／ｈと流出箇所の上流側に当たる３号機立坑内水位の変動

から推定した流出時間約４１時間から約２５０ｍ３、放射性物質量は汚染水の分析

結果と放出量からＩ－１３１、Ｃｓ－１３４、Ｃｓ－１３７の３核種合計で、   

約２．０×１０１３Ｂｑと評価している。 

【添付資料１４－５】 

 

（４）汚染水の海洋放出に係る影響の評価 

①港湾外への放出量 

港湾内へ漏えいした２号機汚染水は、港湾内海水の放射性物質濃度の測定値に

基づき推定した結果、５月９日までに、その９９．９％が港湾外に流出したもの

と考えられる。また、低濃度汚染水は、港湾外に直接放出された。なお、３号機

汚染水については、取水口前面に施したシルトフェンスなどによる拡散防止対策

により、現時点では、大部分が港湾内に滞留しているものと考えられる。港湾内

に滞留している放射性物質の量は２号機汚染水の漏えい放射性物質の総量と比較

して小さく、従ってこれが港湾外に流出したとしても沿岸海域に与える影響は小

さいと評価できる。いずれにしても海洋モニタリングにより注意深く監視してゆ

くこととする。 

 

②海洋モニタリング結果の概要 

福島第一原子力発電所周辺の海洋モニタリングについては、当社は３月２１日

より逐次ポイント数を増加し海水モニタリングを実施している。このモニタリン

グ結果によると、４月５日ごろから４月２０日頃にかけて、発電所近傍のみなら

ず、発電所沖合１５ｋｍ及び周辺海域３０ｋｍポイントにおいても、２号機汚染

水漏えいの影響と思われるピーク的上昇が観察された。その後減少傾向を示し、

５月初めには、全般的に、検出限界値以下（約１０Ｂｑ／Ｌ ）が多くを占めつつ

ある。 

また、３号機からの漏えいの影響については、５月１５日に採取した沿岸１５

ｋｍ地点のモニタリング結果においても、ほとんどが検出限界値以下となってお

り、現状では、その影響は観察されていない。 

【添付資料１４－６】 
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１５．福島第一原子力発電所における作業者の被ばくについて 

１５．１ 作業者の被ばくの状況 

東北地方太平洋沖地震発生後に福島第一原子力発電所の緊急作業に従事した作業

者の被ばく線量については、測定・評価を継続して実施中である。８月１０日時点で

の３月・４月・５月各月から従事した作業員の当該月の被ばく線量の分布等を、添付

資料－１５－１に示す。 
 

１５．２ 線量限度を超える作業者の被ばく 

線量限度の超過については、これまで以下の①と②の事象が発生していることを確

認している。これについて、原子力安全・保安院に対し原因の究明及び再発防止対策

の策定について報告書を提出し、また、現在、原子力安全・保安院及び厚生労働省の

指導のもと、被ばく線量管理の強化、再発防止策の徹底を行っているところである。 

なお、以下の社員に対して実施したこれまでの健康診断の結果において、異常は見

られていない。 

①当社女性社員２名が法令に定める線量限度※１（５ｍＳｖ／３ヶ月）を超過 

当該当社女性社員２名は、消防車の給油、免震重要棟での机上業務及び免震重

要棟での体調不良者の介護等に対応していた。現場作業時にはチャコールマスク

を着用する等適切な放射線防護を実施していたが、免震重要棟内において、外部

から流入した放射性物質を吸い込んだことにより、結果として実効線量が法令の

線量限度を超えたものと推定する。 

  なお、３月２３日以降、女性社員は福島第一原子力発電所構内では勤務させて

いないことから、同日以降、被ばくの可能性はない。 

 

②当社男性社員６名が法令に定める緊急時の線量限度※２（２５０ｍＳｖ）を超過 

当該当社男性社員６名は、中操の運転員、電気・計装関係の保全業務従事者で

あり、地震発生当日から数日間、中操等で運転操作・監視対応、監視計器等の復

旧作業対応を行った。 

Ｒ／Ｂの水素ガスによると思われる爆発によって、汚染された空気が破損した

扉から中操内に流入しており、マスクの適切な選択、装着、配備など、放射線管

理上の防護措置を的確に行うことは非常に困難な状況であったこと等から放射

性物質の体内への取り込みが発生した。 

※１：法令に定める線量限度 

実用炉規則 第９条第１項第１号 

実用炉規則に基づく線量限度等を定める告示 第６条第１項 

※２：法令に定める緊急時の線量限度 

実用炉規則 第９条第２項 

実用炉規則に基づく線量限度等を定める告示 第８条 



６３ 

平成２３年東北地方太平洋沖地震の特にやむを得ない緊急の場合に係る実

用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則の規定に基づく線量限度等を定

める告示 

【添付資料－１５－１、２】 

 



６４ 

１６．今後の予定 

本報告書の記載内容については、これまでに判明している事実に基づいたものであ

り、事故の全体像の解明が進み、原因の分析・評価を行う過程で新たに確認された事

実、得た知見については、引き続き報告していく。 

 

なお、平成２３年４月１７日に、福島第一原子力発電所の事故の収束に向けた道筋

（ロードマップ）を取り纏めた。このロードマップに基づき対策を実施し、「放射線

量が着実に減少傾向になっている」を目的とするステップ１が終了した。平成２３年

８月１７日公表の政府・東京電力統合対策室として改訂したロードマップに基づき、

「放射性物質の放出が管理され、放射線量が大幅に抑えられている」を目的とするス

テップ２達成に向け、引き続き全力をあげて取り組んでいく。 

【添付資料－１６－１】 

 

以 上 
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